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第1章	序論 

1.1 研究背景 

本論⽂では，宇宙太陽光発電システム（SSPS: Space Solar Power Systems）に代表される
マイクロ波を⽤いた無線電⼒伝送（WPT: Wireless Power TransferまたはMPT: Microwave 
Power Transfer）に関して，⾼伝送効率を実現可能な新たなアレーアンテナ構成法の提案を
⾏う．SSPSは，宇宙空間にて地上よりも強く安定した太陽光を⽤いて発電を⾏い，それに
よって得た電⼒をマイクロ波やレーザーなどの電磁波に変換し地上まで伝送，地上で再度電
⼒に変換し，利⽤するという新たな発電所の構想である．SSPS 構想は 1968 年にアメリカ
の Peter E. Glaser博⼠によって提唱され[1]，それ以降，様々な国で研究が進められてきた
[2][3][4][5]が，未だ実現に⾄っていない． 
マイクロ波を⽤いた SSPS は，主に電波伝搬理論によるアンテナサイズの設計と地上で

利⽤できる電⼒単価という 2つの観点から設計され，地上で 1GW以上の利⽤，送電アンテ
ナ直径 1km 以上，重量 1 万トン以上がほとんどである．SSPS はその⼤きさゆえに 1 回の
ロケット打ち上げで構築することは，ほとんど不可能であり，複数回のロケット打ち上げ，
宇宙空間での構造物の展開及び結合等による建設という⽅法が多くのモデルで⽤いられて
いる．この⽅法で過去に建設された⼤型宇宙構造物として国際宇宙ステーションが有るが，
その⼤きさは約 108.5m×約 72.8m[6]であり SSPS と⽐較すると約 1/100 の⼤きさである． 
この SSPS 実現には i)太陽光発電，ii)WPT，iii)宇宙⽤⼤型構造物，iv)地上からの輸送，

v)宇宙環境への適応という 5つの技術分野で研究開発が必要であるが，中でも ii)WPTは他
の宇宙機に無く SSPS 特有の技術分野として早期の実証実験を含めた研究開発が求められ
ている．SSPS のキーテクノロジーであるWPTのポイントは，A)⾼効率でマイクロ波を発
⽣させる技術，B)⾼効率送受電のためのアンテナ技術及び送電マイクロ波ビーム制御技術，
C)⾼効率でマイクロ波を直流及び交流電⼒に変換する技術の 3 つが挙げられる．この中で
筆者は B)⾼効率送受電のためのアンテナ技術及び送電マイクロ波ビーム制御技術に着⽬し，
研究を⾏った．SSPS では衛星軌道上から地上に建設された受電設備を狙ってマイクロ波送
電ビームを制御する必要があり，この精度には 0.001°以下の精密制御が必要となる[7]．こ
れを実現するためには，数⼗億素⼦のフェーズドアレーアンテナ（PAA: Phased Array 
Antenna）を⽤いることがよく検討されており，SSPS のWPT⽤ PAAには，「超巨⼤」「⾼
効率」「⾼精度」「安価」「軽量」の 5つのキーワードを満たしたものが必要である[7]と⾔わ
れている．具体的な過去の設計例としては，以下の値が⽰されている（[7] pp.46-47 より）． 
i) 「超巨⼤」= 直径 1.93km@5.8GHz，1.3GW送電，18.3億素⼦ 
ii) 「⾼効率」= 76％（5.8GHz），85％（2.45GHz） 
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iii) 「⾼精度」= 各素⼦の位相誤差 5〜10°以下（含⽬標追尾，構造誤差） 
iv) 「安価」≦ 300円/W 
v) 「軽量」= 2 g/W = 2,600 t/送電システム，アンテナ重量 300 t/km2 
この PAA をどのようなマイクロ波発振/増幅⽅式で実現するかは議論が耐えない点であ

る．アメリカのエネルギー省（DOE: Department of Energy）と航空宇宙局（NASA: National 
Aeronautics and Space Administration）の共同での提案[2]や 1960年代のWilliam C. Brown
⽒の実験[8]では，クライストロンやマグネトロンといった電⼦管が⽤いられてきた．電⼦
管は安価であり，効率もある程度⾼いものが量産可能であるが，デバイス 1つあたりの出⼒
電⼒が数百 W と⼤きい．そのため，⾼効率な送電システムの設計とするためには，低損失
電⼒分配器と低損失移相器の開発が必須となる．⼀⽅で，半導体チップを⽤いた RF電⼒増
幅回路（以下，RF 増幅器と呼ぶ）は現時点での⾼効率個体の量産が困難であるものの，出
⼒電⼒が⼩さい事から PAAに向いている点と，近年の技術発展が著しい事から将来の安価
な量産に期待できる． 

 

1.2 先⾏研究 

MPTでは無線通信とは異なり，送電アンテナから出⼒されたマイクロ波の殆どを受電ア
ンテナに⼊れることが必要であるため，⾼伝送効率化と不要放射を抑制したマイクロ波伝送
設計が必要である．⾼伝送効率化と不要放射の抑制は同等の意味を持ち，その⼿段としてア
ンテナ全体の中⼼から端に向けて出⼒電⼒が徐々に⼩さくなる勾配をつける⽅法がこれま
でに多く提案・研究されてきた．アンテナ⾯電⼒分布としてチェビシェフ分布[9]やテイラ
ー分布[10]を装荷することでサイドローブの低減が可能であることが⽰されている．
DOE/NASA によるシステム検討[2]では SSPS に 10dB ガウス分布の電⼒勾配を提案して
いた．宇野らによる理論検討[11][12]では，近傍界領域での無線電⼒伝送の効率を最⼤化す
る開⼝⾯分布について議論が⾏われ，ガウス分布が最適分布に近いことが⽰された．近年で
は，ガウス分布と同等の性能を持つ⼆等辺台形分布の提案[13]などがされている． 

アレーアンテナの電⼒分布に勾配を付ける⽅法は，図 1-1 に⽰すように⼤別して下記の
2 ⽅法が研究されている． 
i) アンテナ素⼦毎に個別の電⼒を供給する⽅法 
ii) アンテナ素⼦位置を調整し，空間の電⼒密度に勾配をつける⽅法 
i)アンテナ素⼦毎に個別の電⼒を供給する⽅法を⼤規模 WPT の送電アンテナに適⽤する
事を考えた場合，実際の構成⼿法として i-a) 電⼒合成を⽤いる⼿法[2]，i-b) RF 増幅器へ
の⼊⼒電⼒を制御する⼿法[14]，i-c) 複数種類の RF 増幅器を⽤いる⼿法[15]の 3つが過去
に検討されている． 
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図 1-1 電⼒分布構成法の分類 

 
まず，i-a) 電⼒合成回路を⽤いて電⼒分布を構成する⼿法の概念図を図 1-2 に⽰す．ア

レーアンテナの中⼼で多くの電⼦管またはRF増幅器などのRF電⼒源をアンテナに接続し，
アレーアンテナ端部に近づくに連れ，徐々に少ない数の RF電⼒源をアンテナに接続すると
いう⽅法である．この構成の場合，電⼒合成回路に⼊⼒されるのは，移相器と電⼦管または
RF増幅器などの RF電⼒源の出⼒であるため，複数の RF電⼒源からの出⼒振幅・位相・周
波数をそれぞれ等しくする必要がある．そのため，宇宙空間での温度変化も考慮に⼊れた上
での RF電⼒源の設計開発・⼤量⽣産が必須となり，⾮常に困難である．電⼦管の⼀種であ
るマグネトロンの振幅，位相，周波数を制御可能とする研究などが⾏われている[16]が，電
流制御やサーキュレータの採⽤などで重量⾯，効率⾯での課題が残る．半導体を⽤いた RF
増幅器を⽤いる場合，位相を制御する移相器を RF 増幅器前段に挿⼊することが可能である
が，温度に依存して RF 増幅器の出⼒電⼒と通過位相が変化するため，電⼒合成器への⼊⼒
時の振幅調整・位相同期が困難となる． 

次に，i-b) RF 増幅器への⼊⼒電⼒を制御する⼿法の場合，⼀般に RF 増幅器の出⼒電⼒
と RF変換効率は⼊⼒電⼒に依存して変化する[17]．そのため，70％以上の⾼効率動作を要
求されている WPT において，この⼿法を適⽤するのは困難である．例として，多くの RF
増幅器は半導体である電界効果トランジスタを⽤いているため，その特性によって定まる電
⼒変換効率を広い⼊⼒電⼒範囲で⾼効率とすることは不可能である．例えば，[17]の図 7 を
図 1-3⽰す．この⼊出⼒電⼒特性を有した 5.7GHz帯⾼調波リアクタンス終端型⾼効率GaN
電⼒増幅器の使⽤を仮定し，許容できる変換効率の最低値を 70％とすると，その時の許容
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⼊⼒電⼒と予測出⼒電⼒はそれぞれ，19-26dBmと 31-33dBmとなる．したがって，1種類
の RF 増幅器によって 2dBの出⼒ダイナミックレンジしか確保できないため，10dB ガウス
分布を再現するには，5種類の RF 増幅器を使う必要がある．そのため，構成が複雑になり
設計開発コストの⾼騰などが⽋点となる． 

 

 
図 1-2 電⼒合成回路を⽤いた電⼒分布の構成法 

 

 
図 1-3 RF 増幅器の⼊⼒電⼒と出⼒電⼒の関係の例（[17]の図 7） 

 
最後に，i-c) 複数種類の RF 増幅器を⽤いる⼿法の場合，複数種類の出⼒電⼒を持った⾼

効率RF電⼒増幅器が必要となり，それぞれの増幅器に供給する電圧，電流などを最適とす
る⾼周波回路設計が必要となる．RF増幅器の内部構成の⼀例を図 1-4 に⽰す．この⾼周波
回路設計には，半導体チップ，バイアス回路，マッチング回路，⾼調波処理回路（3 回路を

・・・

アレー中⼼ アレー端部

電⼒増幅器

アンテナ

合成回路

移相器
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合わせて周辺回路と呼ぶ）が含まれており，複数種類の半導体チップを設計するだけでなく，
周辺回路もチップに合わせた設計が必要となる．⼀般的な⾼周波回路では回路基板上の線路
の幅や⻑さで抵抗，コンデンサ，インダクタの⼤きさを調整して設計する．そのため，半導
体チップと周辺回路を合わせた基板を複数設計する事は，全く異なる回路を複数設計するこ
とに等しく，設計コストは線形的に増加することが予想できる．また⾼周波回路の設計時に
は，RF 増幅器のゲート−ソース間電圧 VGS とドレイン電流 IDの関係 VGS-ID特性やドレイ
ン−ソース間電圧 VDS とドレイン電流 IDの関係 VDS-ID特性，RF ⼊出⼒電⼒特性，温度特
性などの各特性を実際の測定によって把握することが必須である．これらを要因に，複数の
RF 増幅器を最適に設計・開発・製造する事は，コスト増加という問題を含んでいる． 

 

 
図 1-4 RF電⼒増幅器の内部構成の⼀例（[18]の図 3 に加筆） 

 
⼀⽅で ii)アンテナ素⼦位置を調整し，空間の電⼒密度に勾配をつける⽅法としては， ii-

a) アンテナ素⼦またはサブアレーの間隔を変える⼿法[19][20][21][22][23]，ii-b) アンテ
ナ素⼦またはサブアレーを間引く⼿法[24][25][26][27]，ii-c) アンテナ素⼦またはサブア
レーの位置をランダムに配置する⼿法[28][29]の 3つがこれまでに研究されている． 

先ず，ii-a) アンテナ素⼦またはサブアレーの間隔を変える⼿法としては，広い帯域での
グレーティングローブ抑制のための不等素⼦間隔の検討[19]やガウス分布を素⼦間隔制御
で実装する⼿法[20]，直⾏法を⽤いて素⼦間隔と励振強度を離散化する⼿法[21]，不等間隔
アレーを⽤いアンテナサイズ，重量，素⼦数を低減させる⼿法[22]，⼆等辺台形分布を素⼦
位置で実装する⼿法[23]などが研究されている．これらは図 1-5 に⽰すようにアレー全体
の中⼼から端に向けて徐々にアンテナ素⼦またはサブアレーの間隔を広げていく設計であ
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り，その結果としてアレー全体に中⼼で強く，端で弱い分布の電⼒密度を構成する⼿法であ
る．例えば 5.8GHzにおいて 10dB ガウス分布を構成する事を考えると，アレー中⼼で半波
⻑（0.5λ）=26mmの素⼦間隔とすると，アレー端ではその 10倍の 5λ=260mmが素⼦間
隔として必要になる．⼀般に素⼦間隔が半波⻑を超えると，ビーム⽅向制御時にサイドロー
ブ上昇やグレーティングローブ発⽣などの不要放射が増加する事が知られている[30]．しか
し，ii-a)の⼿法を⽤いた場合について，それら不要放射の増加を定量的に評価した記述はな
く 10dB ガウス分布を持つ SSPS に適⽤可能かは不明瞭であると，私は考える． 

 

 
図 1-5 アンテナ素⼦の等間隔配列(a)と不等間隔配列(b) 

 
また，SSPSは km規模というその⼤きさから，建築⽅法も技術的な課題であることは 1.1

節で述べた．過去に提案された複数のモデルでは，数⼗ cm〜数m程度の⼤きさのモジュー
ルと呼ばれるものを⼤量に⽣産し，数⼗〜数百回に分けてロケットで打ち上げ，軌道上でそ
れらを展開し⾯積を稼ぎ，連結して km規模まで拡張する⽅法が考えられている．モジュー
ルは⼤量⽣産を容易とするために同じ構造を持った物であることが望ましい．しかし ii-a)
の⼿法を適⽤する場合，アンテナと接続された RF 増幅器や移相器の配置位置も，徐々に間
隔を広げていく必要がある．これは，構造や配線をアレー中⼼から端に向けて徐々に変更し
た設計が必要である事を意味する．その結果，アレーアンテナ全体で単⼀の構造設計，配線
設計を⽤いることが出来ないため，統⼀性が低下し⼤量⽣産性を失うということである． 

次に，ii-b) アンテナ素⼦またはサブアレーを間引く⼿法には，アレー全体を凸型サブア
レーで構成し⼀部の素⼦やサブアレーを⾮動作とする⼿法[24]，平⾯フラクタルの⼀種であ
る Sierpinski Patternを⽤いて素⼦を間引く⼿法[25]，アレー内アンテナ素⼦をランダムに
間引く⼿法[26]，フェーズドアレーのモジュールごと間引く⼿法[27]などが研究されている．
これらは，図 1-6 に⽰すように，アレー内において素⼦やサブアレーを本来存在する位置
から取り除き，アレー全体に中⼼で強く，端で弱い分布の電⼒密度を構成する⼿法である．
そのため，電⼒密度に合わせてアレー中⼼から端に向けて，徐々に間引く頻度を⼤きくして
いる．これら ii-b)の⼿法は，ある特定のアルゴリズムに従って，アレー内の素⼦やサブアレ
ーの位置を規定していく．それに伴い，アンテナと接続された RF 増幅器や移相器の位置も
設定しなければならず，先に述べた構造設計や配線設計などが複雑となる． 
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図 1-6 アンテナ素⼦間引きで電⼒分布を構成する⽅法（[26]の Fig. 8 に加筆），⿊点がアンテナ素⼦ 

 
最後に，ii-c) アンテナ素⼦またはサブアレーの位置をランダムに配置する⼿法としては，

素⼦位置をカオス粒⼦群最適化アルゴリズムによって決定する⼿法[28]やアレー内の素⼦
位置をランダムに配置する新たなアルゴリズムの提案[29]などが研究されている．これらは
図 1-7 に⽰すように，アレー内の素⼦位置を特定のアルゴリズムに従ってランダムに配置
する⼿法である．従って，アンテナ素⼦の位置は等差級数または等⽐級数的に表すことは出
来ない点が特徴である．これら ii-c)の⼿法も ii-b)の⼿法同様に，RF増幅器や移相器の位置
がアンテナ位置に依存するため，構造設計や配線設計などが複雑となる．また，素⼦位置が
級数的に表すことは出来ないため，ビーム⽅向制御を⾏う際には個々のアンテナ素⼦の位置
を記憶しておく必要がある．従って，演算器にも複雑さや困難さが⽣じる． 
ここまでに述べた i)アンテナ素⼦毎に個別の電⼒を供給する⽅法，ii)アンテナ素⼦位置

を調整し，空間の電⼒密度に勾配をつける⽅法の他にも，遺伝的アルゴリズムを⽤いてサブ
アレーの⼤きさと振幅を最適化する⼿法[31]，凸最適化法を使った振幅の離散的実装法[32]，
K平均法を⽤いたサブアレー⽣成⼿法[33]などが研究されており，電⼒分布構成⽅法の⼿段
は多岐にわたる．しかし，ほとんどの研究で⽅向性は等しく，最適化アルゴリズムの探求で
ある．⼀⽅で SSPS の実現のためには，最適化アルゴリズムの提案よりも現実的な構成⼿法
の提案が重要であると私は考えたため，本研究では新たな実現性の⾼い構成⼿法を提案する． 
次にWPTに⽤いる送電アンテナの⼤きさを考えると，静⽌軌道を利⽤した SSPSは km規
模[2][4][5]，その技術を応⽤した洋上マイクロ波電⼒伝送システムでは数⼗ m規模[34]の
⼤型送電アンテナが必要となる．特に SSPS の場合，送電アンテナを埋め尽くすにはアンテ
ナ素⼦数が 108個以上必要[35]となり，移相器と RF 増幅器もそれに準じた数が必要となる．
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そのためアンテナの⼤きさを維持したまま，アンテナ素⼦，移相器，RF 増幅器の数を削減
することができれば，性能維持と信頼性の向上，軽量化を伴う建造コスト削減という 3つの
相反する⽬的が達成可能となるため，これまでに複数の研究が⾏われてきた．2012 年に J. 
C. Mankins博⼠が NASAに提出した報告[5]によれば，静⽌軌道上に SSPS を建設し，地上
電⼒網に 500MW を供給するモデルを仮定した場合（参考⽂献[5]の DRM_4，Case_1），
SSPS の建設コスト及び重量を機能ごとに配分すると，WPTにはコストの 15％（[5] Table 
7-14, pp.82），重量は 51％（[5] Figure 7-1, pp.71）が割り当てられている．このことから，
SSPS において WPT システムを軽量化できれば，SSPS 全体の軽量化に⼤きく貢献できる
ことが分かる．また SSPSはその⼤きさから，⼀般的な⼈⼯衛星や探査機と⽐べて重量が⾮
常に⼤きい．従って，その輸送コストが全体コストから⾒て⼤きな割合を占める[36]ため，
低コスト化を⾒込んだ軽量化を図ることも重要である．同様の理由から SSPSは部品点数が
膨⼤となるため，部品個々の軽量化とともに部品点数を削減することでも軽量化が可能であ
る．さらに，部品点数の削減は信頼性の向上にも寄与する． 

 

 
図 1-7 アンテナ素⼦のランダム配置の⼀例（[28]の Fig. 6） 

 
SSPS のWPTの低コスト化に寄与する研究は以下の 3つに分けられる． 
iii) 部品個々の軽量化 
iv) 部品点数の削減 
v) 部品の種類の削減 
iii)部品個々の軽量化については，モノリシックマイクロ波集積回路（MMIC: Monolithic 

Microwave Integrated Circuit）の採⽤[37]や，アクティブ集積アンテナ（AIA: Active 
Integrated Antenna）の採⽤などが検討されている[7]．MMIC とはマイクロ波回路を 1 枚
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の半導体基板上に形成した集積回路であり，回路の⼩型化や⾼信頼化に貢献する．AIAとは，
⼩型平⾯アンテナとマイクロ波回路の部品を合わせて⼀体化・集積化したものであり，
MMICと同様の貢献が可能である． 
iv)部品点数の削減としては，反射板付きダイポールアンテナアレーの反射係数を利⽤し

て励振素⼦数を減らす⼿法[38]やアンテナ素⼦とともに増幅器や移相器を間引く⼿法[27]
などが提案されている． 
奥村ら[38]の⼿法は，放射素⼦として反射板付きダイポールアンテナを採⽤し，アンテナ

同⼠の相互結合を利⽤して無給電の素⼦を装荷することで，RF 増幅器や移相器の数を減ら
す⼿法である．この⼿法を⽤いて，RF増幅器と移相器の数を 50％とした構成での実証に成
功している[39][40]．しかし，この⼿法は反射板付きダイポールアンテナから放射された電
磁界のうち，空間結合と反射板を介した反射波結合の２種類を利⽤して無給電素⼦に給電を
⾏っている．そのため，⼤量⽣産の容易な平⾯アンテナに適応する場合には反射波結合が無
く，結合による給電を利⽤することが難しい．またダイポールなどの⽴体アンテナは，ロケ
ットによる輸送と軌道上での展開が必要な SSPS ⽤アンテナに搭載するには，素⼦アンテナ
展開機構や輸送時の厚みなどの課題が残る． 
⽯井による素⼦間引き⼿法[27]は，アンテナ，RF 増幅器，移相器をセットで間引き，代
わりに終端器を繋ぐという⼿法である．この⼿法は 3つのステップで⾏われ，1.所望の電⼒
分布に沿って間引き，2.更にランダムに間引き，3.複数種類の RF 増幅器を⽤いて利得を向
上させる，という⼿法である．そのため，アンテナを構成する平⾯ではアンテナ素⼦の配置
がランダムとなるため，SSPS の⼤規模アンテナにおいては⼤量⽣産をすることが困難とな
る．また，上述の ii-b)にも述べたとおり，構造設計や配線設計などが困難となる． 
v)部品の種類の削減としては，Xun Li ら[15]の⼿法で電⼒分布の構成と RF 増幅器種類

数の削減について述べられている．この⼿法では，ヘヴィサイド階段関数の⾜し合わせで電
⼒分布の離散化を表現しており，10dB ガウス分布を何種類の出⼒電⼒で離散的に再現する
かについて述べられている．[15]では 2,4,6,8,10種類の出⼒電⼒を⽤意したとき，それぞれ
の特性が 10dB ガウス分布と⽐較されている．しかし，この⼿法では出⼒電⼒の種類数と同
じだけの RF 増幅器の種類が必要であるため，上述の i-c)にも述べたとおり，RF 増幅器の
設計・開発・製造のコスト増加が課題である． 

 

1.3 本研究および本論⽂の趣旨 

私は前述の課題を解決しうる，⼤規模マイクロ波電⼒伝送⽤フェーズドアレーアンテナ
への適⽤を⽬指した，電⼒分布を構成する新たな⼿法を本論⽂にて提案する．提案⼿法の詳
細は第 3 章で述べるが，アレーアンテナ中央でサブアレーを少ない素⼦数で構成し，アレー
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端部に向かうに連れて段階的にサブアレーを構成する素⼦数を増やすという⼿法である．そ
れぞれのサブアレーを単⼀種類すなわち単⼀出⼒の RF 増幅器につなぐことで，サブアレー
構成素⼦数のみを変化させることで電⼒分布を構成する． 
上述の課題に対する先⾏研究（i, ii）と本研究で提案する⼿法を⽐較した表を表 1-1 に⽰

す． 
 

表 1-1 先⾏研究と本研究の⽐較 

課題 番号 ⼿法 コスト 量産性 効率の維持 

電⼒分布 
 の構成法 

i-a 電⼒合成の利⽤ ○ ○ △ 

i-b アンプ⼊⼒電⼒ ○ ○ ☓ 

i-c 複数種のアンプ ☓ ☓ ○ 

ii-a アンテナ間隔を調整 △ ☓ ○ 

ii-b アンテナを間引く △ ☓ ○ 

ii-c アンテナをランダム配置 ☓ ☓ ○ 

提案⼿法 サブアレー構成素⼦数を変化 ○ ○ ○ 

 
提案⼿法を⽤いることで，i〜v の各課題を下記のように解決することが出来るため，結

果として軽量かつ安価で⾼効率な無線電⼒伝送⽤の電⼒分布付きフェーズドアレーアンテ
ナを構成することが可能である． 
• i-a)に対して，電⼒合成ではなく電⼒分配を採⽤し，電⼒分配後に増幅器を⽤いない

構成とすることで，振幅の調整や・位相と周波数の同期が不要となり，技術的に⽐較
的容易に電⼒分布を構成することが出来る 

• i-b)に対して，RF 増幅器への⼊⼒電⼒を⼀定とすることで，⾼効率での RF 変換を
維持することが出来る 

• i-c)と v)に対して，RF増幅器を単⼀種類とすることで，RF増幅器の設計・開発・製
造コストの増加を抑えられる 

• ii)と iv)に対して，均⼀なアンテナ素⼦の配置とすることで，アンテナと接続された
RF回路の構造設計や配線設計を容易にする 

 
ここで，宇宙空間における温度変化時の RF 増幅器の特性変化について，i-a)の⼿法と提

案⼿法の⽐較を考えてみる．RF増幅器は，その基幹部分であるトランジスタのゲート-ソー
ス間電圧やドレイン-ソース間電圧，ドレイン流⼊電流によって，RF⼊出⼒特性すなわち出
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⼒電⼒や透過位相，RF-DC 変換効率が決まる[17]．またトランジスタの温度変化時には，
ゲート-ソース間電圧やドレイン-ソース間電圧，ドレイン電流に変化が⽣じる[41]．したが
って，RF増幅器の温度変化によってその出⼒電⼒，透過位相，変換効率が変化する．以降，
この温度変化によって変化する出⼒電⼒，透過位相を温度特性と呼ぶこととする． 
この温度特性は，RF増幅器の製造時に発⽣する製造誤差により個体差が⽣じる事が想定

される．従って，RF増幅器の温度特性は同⼀ではなく，RF増幅器ごとに異なることを想定
する．i-a)で述べた電⼒合成器を⽤いて電⼒分布を構成する場合，1 つのアンテナまたは 1
つのサブアレーに電⼒を供給する RF 増幅器の出⼒電⼒，出⼒位相を揃える必要がある．ま
た，各サブアレーの出⼒位相差の温度変化分もキャンセルする必要がある． 
⼀⽅で提案⼿法である電⼒分配器を⽤いて電⼒分布を構成する場合，1つのサブアレーに

電⼒を供給する RF 増幅器は 1つであるため，サブアレー内の位相は均⼀となる．この⼿法
の場合でも，各サブアレーの出⼒位相差の温度変化分はキャンセルする必要がある． 
上記をまとめると，表 1-2 のようになる．1 サブアレー内の RF 増幅器の位相を同期する

必要性がない分，提案⼿法は i-a)の⼿法よりも技術的に容易に構成できる⼿法である．その
ため，構成の低コスト化が可能であると私は考えている． 

 
表 1-2 温度変化時の RF 増幅器特性変化への対応の必要性 

⼿法 サブアレー内 サブアレー間 
i-a) 電⼒合成 ある ある 
提案) 電⼒分配 ない ある 

 
本論⽂で想定しているフェーズドアレーアンテナにおいては，アンテナ素⼦の位相を変

化させて，アンテナ全体の等位相⾯を傾けることでビーム⽅向を制御する．従って，アンテ
ナ素⼦個々に位相を設定した状態が理想的な位相値（理想値）となる． 
しかし，提案⼿法はアレーアンテナ内で段階的にサブアレー構成素⼦数を増やす⼿法で

あるため，サブアレーの幅が段階的に広がり，サブアレー中⼼の間隔も段階的に広がること
を意味する．その結果，アレー端に近づくに連れ，アンテナ素⼦の励振位相が理想値から徐々
に外れていき，位相誤差が⼤きくなる．これによりビーム⽅向制御時に以下の本⼿法特有の
事象発⽣が懸念される． 
• 利得低下やビーム半値幅変化などメインローブ特性の悪化 
• サイドローブ上昇やグレーティングローブ発⽣など不要放射の増加 
• 上記 2項⽬の波及効果による電⼒伝送効率の低下 
したがって本論⽂では，上記 3 項⽬を解析的および実験的に評価し，本⼿法の有効性を

⽰す． 
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第 2 章では，本研究で新たに提案する電⼒分布構成⼿法を説明する． 
第 3 章では，⼀般的なアレーアンテナの特性解析に⽤いられるアレーファクタ計算を⽤

いて，提案⼿法の有効性を検証し，その結果について述べる． 
第 4 章では，実証実験を⾏い，実際のアレーアンテナにおいても提案⼿法が有効である

ことを述べる． 
第 5 章では，本研究および本論⽂の結論を述べ，今後の課題を⽰す． 
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第2章	本研究が提案するアレー構成⼿法 

2.1 概要 

本研究で提案する⼿法によって設計されるアレーアンテナの構成を図 2-1 に⽰す．図 
2-1(a)に⽰すような 2 次元平⾯上にアンテナ素⼦が配置される直径 D の円形アレーアンテ
ナを考え，アレー全体の中⼼にアレーと同⼼円の領域 0 を設ける．さらに外側に向けて同⼼
ドーナツ状に領域 1,2,…を順に設ける．アレー内ではアンテナ素⼦が直交するように配列さ
れる事とし，各領域ではサブアレーが縦横同⼀の素⼦数で構成されることとする． 
ここで，本提案⼿法特有の設計パラメータとして𝑘を定義し，領域 0内での 1 サブアレー

を構成する素⼦数を𝑘×𝑘素⼦とする．領域 1,2,…では，図 2-1(b)のようにサブアレー構成素
⼦数を 𝑘 + 1 2， 𝑘 + 2 2，...， 𝑘 +𝑚 2と増加させていく（𝑚は領域番号）． 

領域 0 内のサブアレー構成素⼦数を各領域のサブアレー構成素⼦数で除した⽐𝑅𝐸6 =
𝑘2 𝑘 + 𝑚 2を素⼦数⽐と呼ぶこととする．この円形アレーアンテナの中⼼を通る断⾯にお
ける電⼒密度分布を図 2-1(c)に⽰す． 

 

 
図 2-1 提案するアレーアンテナの構成と実装される電⼒分布（𝒌 = 𝟐の場合） 
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ガウス分布𝑦 = 𝑒𝑥𝑝 −𝑥2 2𝜎2 において，𝑥 = 0に対して𝑥 = 𝐷 2にて	𝑦が 1/10（⾔い換え
ると-10dB）となるよう，すなわち𝜎 = 𝐷 2 2𝑙𝑛 1 10 となる条件を考える（第１章で前
述した「10dB ガウス分布」に相当する）．このとき、各領域𝑚において𝑦 = 𝑅𝐸6となるよう
な𝑥値𝑟6を抽出し，得た値𝑟6が各領域の半径⽅向の中央となるよう各領域の範囲を定める． 
この構成において，各サブアレーに供給する電⼒を⼀定とすることで，各領域から出⼒さ

れる電⼒密度の⽐は𝑅𝐸6と等しくなり，その結果，図 2-1(c)のような全体としてガウス分
布に近い階段状の電⼒分布が得られる．本提案⼿法では，設計パラメータ𝑘を⼤きく設定す
ることで領域𝑚の総数が増え，理想的なガウス分布に近づける事ができる． 
以降では，本提案⼿法によって設計されるアレーアンテナ内の各素⼦アンテナの振幅分

布の決定⽅法（2.3節），位相分布の決定⽅法（2.4節），そして設計後のアレーアンテナの各
分布（2.5節）をそれぞれ述べる． 

また以降，本論⽂において提案する⼿法を SGINE法(Subarray with a Gradually Increasing 
Number of Element method)と呼ぶこととし，これによって構成された電⼒分布を SGINE
分布と呼ぶこととする． 

 

2.2 アレーアンテナと座標の定義 

図 2-2 の⼩さな丸印で⽰すようにアンテナ素⼦を直交配列し，全体として円形となる直
径D［m］の平⾯アレーアンテナ（以下，アレー）を考える．図 2-3 にアレー内の素⼦アン
テナ位置と座標の定義を⽰す．X-Y平⾯にアンテナ素⼦を配置し，Z軸からの⾓度，X軸か
らの⾓度をそれぞれθ，φとする． 

 

 
図 2-2 アレー全体の形状と素⼦アンテナ配列⽅法 

直径D
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このアレーに対して，アレーの中⼼（X-Y 座標の原点x = 𝑦 = 0）から端に向かって出⼒
電⼒密度の⼩さくなるような電⼒分布を付けることを考える．簡単化のため，図 2-4 のよ
うな⽚側が N 素⼦で構成された 1 次元アレーアンテナ（𝑦 = 0，φ = 0）を考える．アレー
全体の中⼼（以下，アレー中⼼）は	x	座標の原点でありx = 0となる．x < 0の領域を X−側，
x > 0の領域を X+側と呼ぶ事とする．X−側アレー端のアンテナ素⼦の素⼦番号を𝑛 = 1と
し，	𝑛 𝑛 1 ≤ 𝑛 ≤ 2𝑁; 𝑛, 𝑁 ∈ ℕ 番⽬のアンテナ素⼦の位置，出⼒電界強度及び位相をそれぞ
れ𝑥L，	𝑤L，𝜙Lとする．したがって𝑛は，X−側では1 ≤ 𝑛 ≤ 𝑁，X+側ではN + 1 ≤ 𝑛 ≤ 2𝑁と
なる． 

 

 
図 2-3 2 次元アレーアンテナと座標の定義 

 

 
図 2-4 アレーアンテナ各素⼦の位置，励振電界強度，励振位相 
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2.3 電界強度の振幅分布の定義 

本章では，無線電⼒伝送でよく検討されている 10dB ガウス型の電⼒分布をアレーアン
テナに構成する⽅法について述べる．図 2-5 に⽰す⿊線のようにアレー中⼼から端に向か
って，電⼒密度がある関数に従って弱くなる分布（以下，ガウス分布と呼ぶ）をつける際，
⾚線（以下，階段分布と呼ぶ）のようにアレー⽚側を𝑀	 𝑀 ∈ ℕ 個の出⼒電⼒で離散化する
⽅法を考える．アレー端でのアンテナ 1 素⼦の出⼒電⼒𝑃Rとアレー中央での 1 素⼦の出⼒
電⼒𝑃Sの⽐ ER (: Edge Ratio)を式(2.1)のように定義し，0 から 1 の実数ℝから任意に選択す
る．10dB ガウス分布の場合は，アレー中⼼に対してアレー端部で 10 分の 1 の出⼒である
ため，𝐸𝑅 = 0.1となる． 

𝐸𝑅 ≡
𝑃R
𝑃S

𝐸𝑅 ∈ ℝ; 0 < 𝐸𝑅 < 1  (2.1) 

 

 
図 2-5 ⽬的の電⼒分布（⿊）と実際に構成する電⼒分布（⾚） 

 
提案する SGINE 法では図 2-5 の⾚線で⽰されるような電⼒分布を，アレー内のサブア

レー構成素⼦数をアレー中⼼から端に向かって段階的に増加させることで実現する．電⼒分
布を構成する際，本⼿法ではアレー中⼼に存在する領域m=0内のサブアレーに含まれるア
ンテナ素⼦での出⼒電⼒を基準として，アレー内の各アンテナ素⼦からの出⼒電⼒を電⼒⽐
として求める． 
以降は，本⼿法を⽤いたアレーアンテナ設計の⼿順に則り，以下の順に説明する． 
2.3.1 領域𝑚でのサブアレー構成素⼦数 
2.3.2 領域𝑚でのサブアレー構成素⼦数⽐ 
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2.3.3 領域𝑚での 1 素⼦からの出⼒電⼒ 
2.3.4 X+側の領域𝑚の存在位置 
2.3.5 領域𝑚に含まれるサブアレー数 
2.3.6 X−側の領域の存在位置の定義 
 

2.3.1 領域𝑚でのサブアレー構成素⼦数 
アレー中⼼から X+側に数えた𝑚 𝑚 0 ≤ 𝑚 ≤ 𝑀;𝑚 ∈ ℕ 番⽬の領域（以下，領域𝑚）に含

まれる 1 サブアレーの構成素⼦数𝐶6を考える．また，X−側 1 ≤ 𝑛 ≤ 𝑁 は 𝑚 −𝑀 ≤ 𝑚 ≤ 0

となる． 
アレーは簡単化のため図 2-4 に⽰すような 1 次元を考えているため，式(2.2)のように 1

サブアレー構成素⼦数𝐶6の 1 次元⽅向成分𝐶6_YZを⽤いることとする． 
𝐶6_YZ = 𝐶6 (2.2) 

アレー中⼼(𝑚 = 0)での 1 サブアレー構成素⼦数の 1 次元⽅向成分を𝑘 𝑘 0 < 𝑘 ≪ 2𝑁; 𝑘 ∈
ℕ として決定すると，以降の各領域𝑚でのサブアレー構成素⼦数の平⽅根𝐶6_YZは図 2-6 に
⽰すように１ずつ増えていくこととする． 

 
2.3.2 領域𝑚でのサブアレー構成素⼦数⽐ 

領域𝑚でのサブアレー構成素⼦数𝐶6および，その 1 次元⽅向成分𝐶6_YZのどちらかを⽤い
て式(2.3)に従い，領域𝑚でのサブアレー構成素⼦数⽐𝑅𝐸6を求める． 

𝑅𝐸6 =
𝑘2

𝑘 + 𝑚 2  

 =
𝑘2

𝐶6
=

𝑘2

𝐶6_YZ2  (2.3) 

 
2.3.3 領域𝑚での 1 素⼦からの出⼒電⼒ 

領域𝑚でのアンテナ 1 素⼦の出⼒電⼒を，アレー中⼼での 1 素⼦の出⼒電⼒を 1 とした
⽐として出⼒電⼒⽐𝑃6と呼ぶ事とする．出⼒電⼒⽐𝑃6は式(2.4)に⽰すように，領域𝑚での
サブアレー構成素⼦数⽐𝑅𝐸6に等しい． 

𝑃6 = 𝑅𝐸6 (2.4) 
そのため，アンテナ素⼦の励振電界強度の⽐を𝑤Lとすると，領域𝑚に含まれる𝑛番⽬の素⼦
の励振電界強度⽐𝑤Lは式(2.5)で求まる． 

𝑤L = 𝑃6 =
𝑘
𝐶6

 (2.5) 



 26 

 
図 2-6 領域番号𝒎とサブアレー構成素⼦数𝑪𝒎及びサブアレーの関係（𝒌 = 𝟐） 

 
領域𝑚での 1 サブアレー構成素⼦数𝐶6の 1 次元⽅向成分𝐶6_YZの定義について考えると，

式(2.6)で表すことが出来る． 

𝐶6_YZ = 𝑚 + 𝑘
𝑘2

𝑚 + 𝑘 2 ≥ 𝐸𝑅  (2.6) 

図 2-6 に⽰した分布を例にとると，𝑘 = 2の時アレー中⼼（𝑚 = 0）で𝐶6_YZ=𝐶]_YZ = 2と
なる．次に𝑚 = 1の領域では，𝐶6_YZ=𝐶Y_YZ = 3となる．これを続けていき，徐々に外側の領
域を定義していくと，式(2.6)右辺の不等式を満たさない条件になる． 
これは，分布の最⼩出⼒電⼒⽐ ER よりも⼩さい出⼒電⼒⽐𝑃6を持った領域である．図 

2-6 に⽰した分布を例にとると，𝑚 = 5では𝐶6_YZ=𝐶`_YZ = 7となるが，この時，𝑃6は𝐸𝑅 = 0.1

よりも⼩さい約0.08となる．従って，𝑘 = 2の時は𝑚 = 4が最外領域となる． 
アレー中⼼から端部までに存在する領域の総数𝑀を考えると式(2.7)で表せる． 

𝑀 = 𝑚 + 1
𝑘2

𝑚𝑎𝑥 𝑚 + 𝑘 2 ≥ 𝐸𝑅 (2.7) 

これは，領域番号𝑚が 0 から始まる変数であるため，最外領域の領域番号𝑚に 1 を加えた
ものである．ここで，𝑚𝑎𝑥 𝑎 は変数𝑎が取りうる値の中から最⼤値を取り出す関数である．
図 2-6 に⽰した分布を例にとると，最外領域が𝑚 = 4であるため，𝑀 = 𝑚 + 1 = 5となる． 
表 2-1 に各領域番号𝑚とその領域での 1 素⼦からの出⼒電⼒⽐𝑃6の⼀例を⽰す．また，

電
⼒
密
度
⽐

ガウス分布
本⼿法の分布

! = 2の場合

$ 0 1 2 3 4
)* 2×2 3×3 4×4 5×5 6×6

サブ
アレー

$ = 0 $ = 1 $ = 2
$ = 3

$ = 4

アレー中⼼ アレー端
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表 2-2 に各領域番号𝑚とその領域でのサブアレーを図⽰したものを⽰す．表 2-1 では𝐸𝑅 =
0.1，𝑘＝1,2,3とした場合の出⼒電⼒⽐を⽰している．𝑘を決定することで，それ以降 𝑚 > 1
のサブアレー構成素⼦数と総領域数𝑀が求まる．𝑘が⼤きいほど総領域数𝑀が多く，隣り合
う領域同⼠の出⼒電⼒⽐の差が⼩さい事がわかる．したがって，𝑘が⼤きいほど階段分布を
10dB ガウス分布に近づけることができる． 

 
表 2-1 各領域のサブアレー構成素⼦数と出⼒電⼒⽐の⼀例 

𝑚 
出⼒電⼒⽐𝑃6[%] 

𝑘 = 1 𝑘 = 2 𝑘 = 3 
0 100.00 100.00 100.00 
1 25.00 44.44 56.25 
2 11.11 25.00 36.00 
3  16.00 25.00 
4  11.11 18.37 
5   14.06 
6   11.11 

総領域数 𝑀 3 5 7 
 

2.3.4 X+側の領域𝑚の存在位置 
アレーに構成する分布が 10dB ガウス分布の場合，アレー内の座標𝑥における出⼒電⼒⽐

𝑃efghhは， 

𝑃efghh = 𝑒𝑥𝑝
−𝑥2

2𝜎2
 (2.8) 

で表される．この時𝜎は， 

𝜎 =
𝐷 2

2 ln 1 𝐸𝑅
 (2.9) 

である． 
図 2-7〜図 2-11 に SGINE 法での各領域存在位置の決定⽅法の概念図を⽰す．ただし，

図 2-7〜図 2-11 に⻘点線で⽰した関数は 10dB ガウス分布と厳密には異なる．まず，図 2-7
の⾚丸で⽰す領域𝑚に存在するアンテナ 1 素⼦の出⼒電⼒⽐が𝑃6となる𝑥座標𝑟6を式(2.10)
から求める． 

𝑟6 = ± −2𝜎2ln 𝑃6  (2.10) 
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表 2-2 各𝒌値を設定した時の各領域でのサブアレー構成 

 
 

m k=1 k=2 k=3

1

2

3

4

5

6

7
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この時，式(2.10)は，式(2.8, 2.9)に𝑃efghh = 𝑃6，𝑥 = 𝑟6を代⼊することで得られる．また
式(2.10)は，電⼒分布関数を表す式（2.8）の逆関数であり，各領域の半径⽅向中⼼𝑟6とその
領域での出⼒電⼒⽐𝑃6を関連付ける，SGINE法において重要な式である． 

次に図 2-8 の⾚線で⽰すように，領域𝑚の幅𝑤𝑖𝑑𝑡ℎ6は𝑚番⽬の𝑟すなわち𝑟6を⽤いて式
(2.11)で求める．この時，最外領域𝑚 = 𝑚𝑎𝑥 𝑚 に対しては𝑚 + 1が存在しないため，𝐷 2

を定義に⽤いる． 

𝑤𝑖𝑑𝑡ℎ6 =
𝑟6pY − 𝑟6
𝐷 2 − 𝑟6

			(𝑚 ≠ 𝑚𝑎𝑥 𝑚 )
(𝑚 = 𝑚𝑎𝑥 𝑚 ) (2.11) 

ここで図 2-8 の分布を⾒て分かる通り，各領域左端で 10dB ガウス分布と SGINE分布が
⼀致しているが，各領域右端では⼤きく乖離している． 
そこで，図 2-9 に⽰すように各領域の中⼼で 10dB ガウス分布と⼀致するように，式

(2.12)を⽤いて各領域の左端位置𝑆6を補正する．ただし，各領域の存在位置はその領域での
サブアレーサイズに依存するため，厳密には中⼼からずれる． 

𝑆6 =
0 (𝑚 = 0)

𝑟6 −
𝑤𝑖𝑑𝑡ℎ6

2
(𝑚 ≠ 0)

 (2.12) 

したがって，領域𝑚の存在位置は式(2.13)で表され，図 2-10 に⽰すように各領域の中央
付近で 10dB ガウス分布と⼀致する． 

𝑆6 ≤ 𝑥 < 𝑆6pY (2.13) 
各領域の存在位置が式(2.13)によって更新されたため，各領域の幅は更新され式(2.14)で

表される．この時の各領域の幅を図 2-11 に⽰す． 

𝑤𝑖𝑑𝑡ℎ6 =
𝑆6pY − 𝑆6
𝐷 2 − 𝑆6

			(𝑚 ≠ 𝑚𝑎𝑥 𝑚 )
(𝑚 = 𝑚𝑎𝑥 𝑚 ) (2.14) 

 
2.3.5 領域𝑚に含まれるサブアレー数 

アレー内のアンテナ素⼦間隔を𝑑⼀定とすると，各領域でのサブアレー1つ当たりの⼤き
さは𝐶6_YZ×𝑑で表される．したがって，各領域でのサブアレー数𝑁𝑆6は式(2.15)で求まる． 

𝑁𝑆6 =
𝑤𝑖𝑑𝑡ℎ6
𝐶6_YZ×𝑑

+ 0.5  (2.15) 

式(2.15)は第 1項で領域𝑚でのサブアレー数を求め，その後 0.5 を⾜して床関数を求める
ことで四捨五⼊を⾏っている．サブアレー数𝑁𝑆6は⾃然数で表す必要があるが，各領域の幅
𝑤𝑖𝑑𝑡ℎ6，各領域でのサブアレー1つ当たりの⼤きさ𝐶6_YZ×𝑑はそれぞれ正の整数であるため，
四捨五⼊を⾏うことで，⾃然数としている．この時，切り捨てや繰り上げを⽤いた場合，構
成される分布が四捨五⼊を⽤いた場合よりも，10dB ガウス分布からのズレが⼤きくなる． 
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ここで，例としてアレー直径を𝐷 = 10m，周波数を5.8GHz，アンテナ素⼦間隔を半波⻑
とすると，X+側のアレー⽚側で各領域に存在するサブアレー数は表 2-3 に⽰す数値となる． 

 
表 2-3 各領域でのサブアレー数の⼀例 

𝑚 
アレー⽚側（X+側）サブアレー数𝑁𝑆6 
𝑘 = 1 𝑘 = 2 𝑘 = 3 

0 131 49 27 
1 28 14 9 
2 2 6 5 
3 − 4 3 
4 − 1 2 
5 − − 2 
6 − − 1 
※𝐷 = 10m，周波数5.8GHz，𝑑 = 0.5𝜆の場合 

 
2.3.6 X−側の領域の存在位置の定義 
ここまでで X+側の分布を定義した．X−側はアレー中⼼に対して対称であるため，領域

𝑚 −𝑀 ≤ 𝑚 ≤ 0 に存在するアンテナ 1 素⼦の出⼒電⼒⽐が𝑃6となる𝑥座標𝑟6は式(2.10)で
求まる． 

X−側での各領域の幅𝑤𝑖𝑑𝑡ℎ6vは式(2.11)を参考に 

𝑤𝑖𝑑𝑡ℎ6v =
𝑟6vY − 𝑟6
−𝐷 2 − 𝑟6

			(𝑚 ≠ 𝑚𝑎𝑥 𝑚 )
(𝑚 = 𝑚𝑎𝑥 𝑚 ) (2.16) 

より求まる． 
さらに各領域の開始位置𝑆6vはアレーX+側⽅向に存在するため，幅𝑤𝑖𝑑𝑡ℎ6vだけ X+側⽅

向にシフトする．従って，開始位置𝑆6vは式(2.17)で表される． 

𝑆6v =
0 (𝑚 = 0)

𝑟6v +
𝑤𝑖𝑑𝑡ℎ6v

2
(𝑚 ≠ 0)

 (2.17) 

その結果，X−側での領域𝑚の存在位置は 
𝑆6vY < 𝑥 ≤ 𝑆6v (2.18) 

で表される． 
X−側での各領域の幅𝑤𝑖𝑑𝑡ℎ6vは，X+側同様に更新されるため，式(2.19)で表される． 

𝑤𝑖𝑑𝑡ℎ6v =
𝑆6vY − 𝑆6v
−𝐷 2 − 𝑆6v

			(𝑚 ≠ 𝑚𝑎𝑥 𝑚 )
(𝑚 = 𝑚𝑎𝑥 𝑚 ) (2.19) 
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図 2-7 提案⼿法での各領域存在位置の決定⽅法の概念図−10dB ガウス分布と⼀致する点− 

 

 
図 2-8 提案⼿法での各領域存在位置の決定⽅法の概念図−各領域の幅− 
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図 2-9 提案⼿法での各領域存在位置の決定⽅法の概念図−各領域の開始点をシフト− 

 

 
図 2-10 提案⼿法での各領域存在位置の決定⽅法の概念図−各領域の存在位置の決定− 
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図 2-11 提案⼿法での各領域存在位置の決定⽅法の概念図−各領域の幅の定義式を更新− 

 

2.4 ビーム⽅向制御時のアンテナ各素⼦の位相 

アンテナ素⼦と同数の RF 増幅器，位相器を必要とする従来アレーに対し，電⼒分配器を
アンテナ−RF 増幅器間に挿⼊することで，RF増幅器，位相器の数を減らすことをサブアレ
ー化と呼ぶ．⼀般的なサブアレー化を施さないアレーアンテナ（⾮サブアレー化アレー）と
SGINE 法で⽤いるサブアレー化を施したアンテナ（サブアレー化アレー）の構成及び等位
相⾯の違いを図 2-12 に⽰す． 
⾮サブアレー化アレーはアンテナ素⼦毎に個別の位相を設定できるため，波⾯を傾けて

ビーム⽅向制御を⾏う際には，図 2-12 a)の⾚線で⽰すように直線状に等位相⾯を設けるこ
とが出来る． 
⼀⽅でサブアレー化アレーの場合には，図 2-12 b)の⾚実線で⽰すように階段状の等位相

⾯となり，図 2-12 b)の⾚点線で⽰した⾮サブアレー化アレーの等位相⾯からズレが⽣じる．
これを位相誤差と呼ぶこととする． 
⾮サブアレー化アレーを⽤いてビーム⽅向を制御する際には，アンテナ個々の位置𝑥wか

ら式(2.20)を⽤いてアンテナ位相𝜙Lを計算し，制御する．ここで𝑘]は波数，𝜃]は指向⽅向で
ある． 

𝜙L = −𝑘]𝑥w𝑠𝑖𝑛𝜃] (2.20) 
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図 2-12 サブアレー化有無での構成と等位相⾯の違い 

 
対して，SGINE法の様なサブアレー化アレーの場合には，サブアレーの相対的な位置か

ら式(2.21)を⽤いてサブアレー位相を計算し，制御を⾏う． 
𝜙z = −𝑘]𝐷{𝑠𝑖𝑛𝜃] (2.21) 

ここで𝐷{はサブアレー位置であり，𝜙zはサブアレーの位相である．従って，アンテナ素⼦
の位相はその素⼦が含まれているサブアレーに依存し，サブアレー位相に従属的に決定され
る． 

SGINE法においては，更にサブアレー構成素⼦数がアレー内で徐々に変化するため，サ
ブアレー位置𝐷{が徐々に変化する．従って本節では，各アンテナ素⼦の励振位相を求めるま
でを以下の順に説明する． 

2.4.1 各サブアレーの中⼼ 
2.4.2 各サブアレーの励振位相 
2.4.3 各素⼦アンテナの励振位相 
 

2.4.1 各サブアレーの中⼼ 
SGINE法ではサブアレー化アレーを⽤いるため，従来の⾮サブアレー化アレーの位相決

定⽅法と異なることは先に述べた．ここでは，サブアレー化アレーの各サブアレーの中⼼位
置𝐷{を求める⽅法を述べる． 
図 2-13 に⽰すアレー⽚側で全 18 素⼦（アレー全体で 36 素⼦）のアレー構成を例とし

て述べる．図 2-13 の⾚線で⽰したものが各サブアレーの中⼼である． 
 

a) ⾮サブアレー化 b) サブアレー化

等位相⾯

アンテナの位相

理想的な位相
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図 2-13 サブアレーサイズとサブアレー中⼼位置 

 
アレー全体 X−側（図  2-13 中の左側）の端から順にサブアレーに番号をつけ，

𝑖 0 ≤ 𝑖 ≤ 𝐼; 	𝑖, 𝐼 ∈ ℕ とする．𝑖番⽬のサブアレーを構成する素⼦数の 1 次元⽅向成分を𝐸𝐼𝑆z_YZ
（: Elements in Sub-arrays），サブアレー中⼼位置を𝐷zで表し，それぞれ式（2.22，2.23）で
求める．サブアレー中⼼位置𝐷zは，アレー全体の X−側端（図 2-13 中の左端）のアンテナ
素⼦を 0 として，アレー全体の X＋側に（図 2-13 中の右に）向かって順に数えた値である． 

𝐸𝐼𝑆z_YZ = 𝐶6_YZ 𝑁𝑆}

v~p6vY

}�v~

≤ 𝑖 < 𝑁𝑆}

v~p6

}�v~

 (2.22) 

𝐷z = 			

𝐸𝐼𝑆z_YZ − 1
2

																												 𝑖 = 0

𝐷zvY +
𝐸𝐼𝑆z_YZ + 𝐸𝐼𝑆z_YZvY

2
					 𝑖 ≠ 0

 (2.23) 

 
2.4.2 各サブアレーの励振位相 
𝑖番⽬のサブアレーの位相𝜙zは式(2.24)で求まる． 

𝜙z = −𝐷z𝑘]𝑑𝑠𝑖𝑛𝜃] (2.24) 
ここで，𝑘]は波数（= 2𝜋 𝜆）[m-1]，𝑑はアンテナ素⼦間隔[m]，𝜃]はビーム制御⾓度[radians]

である． 
 

2.4.3 各素⼦アンテナの励振位相 
ここまでで各サブアレーの励振位相が求まった．次に各素⼦アンテナの励振位相を求め

る．	𝑛番⽬の素⼦アンテナの位相𝜙Lはその素⼦が含まれているサブアレーの位相と⼀致する
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ため，𝑖番⽬のサブアレーの位相𝜙zを⽤いて，式(2.25)のように表せる． 

𝜙L = 𝜙z 𝐸𝐼𝑆}_YZ

zvY

}�]

≤ 𝑛 < 𝐸𝐼𝑆}_YZ

z

}�]

 (2.25) 

 

2.5 本提案設計⼿法によって得られる振幅及び位相の分布 

これまで述べてきたアレーアンテナの構成⽅法において，具体的な以下のパラメータを
適⽤した場合の，振幅分布と 10dB ガウス分布に対する振幅誤差分布を図 2-14 に⽰す． 
i) アレー直径𝐷 = 10	m 
ii) 周波数𝑓 = 5.8	GHz 
iii) 素⼦間隔𝑑 = 0.5	𝜆 
iv) 出⼒電⼒⽐𝐸𝑅 = 0.1 
v) 電⼒分布：10dB ガウス分布 
vi) 設計パラメータ𝑘 = 1,2,3 
ここでアレー直径を𝐷 = 10	mとしたのは，第 3 章で⾏うアレーアンテナ解析を簡潔に⾏

うためであり，詳細は第 3 章にて述べる． 
また，参考として 10 dB ガウス分布（Gaussian）と⼀様分布（Uniform）での電⼒分布を

⼀緒に⽰し，電⼒の振幅誤差は式(2.26)を⽤いて求めた． 
𝑃𝑜𝑤𝑒𝑟	𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟 = 𝑤L2 − 𝑤L_efghh2  (2.26) 

ここで𝑤L_efghhは理想的な 10dB ガウス分布での電界強度の振幅値である． 
図 2-14 より，𝑘の値によって構成される電⼒分布は異なり，𝑘を⼤きく設定した⽅がガウ

ス分布に近い分布が得られることが分かる．これは，	𝑘を⼤きく設定すると領域番号𝑚の増
加に対する素⼦数⽐𝑅𝐸6の減少量が⼩さくなる結果，各領域の範囲が狭まり，領域が細分化
されるからである．領域が細分化された結果として階段分布がガウス分布に近づき，両者の
誤差が⼩さくなった． 

第 3 章にて詳述するがアレーアンテナの放射パターンは，アレーの振幅位相分布から求
まる．従って，10dB ガウス分布との振幅誤差分布が⼩さいほど，両者の放射パターンが持
つ誤差も⼩さいことが予想される．その結果，	𝑘を⼤きく設定することで，SGINE法の振幅
分布が 10dB ガウス分布に近づき，その放射パターンも 10dB ガウス分布に近づくことが予
想できる． 
ここで，𝑘を 1,2,3,4 とそれぞれ設定した場合の，SGINE分布に対して各領域の中点をつ

ないだガウス分布と 10dB ガウス分布の誤差について考える．10dB ガウス分布（⿊:theory），
SGINE 分布（⾚:actual），SGINE 分布の各領域の中点をつなぎ最⼩⼆乗法から求めたガウ
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ス分布（⻘:fitting）の 3つを𝑘 = 1,2,3,4として計算したものを，それぞれ図 2-15，図 2-16，
図 2-17，図 2-18 に⽰す． 

 

 
図 2-14 10dB ガウス分布と𝒌 = 𝟏, 𝟐, 𝟑で構成した階段分布の振幅分布（上）との振幅差分布（下） 

 
次に，図 2-15，図 2-16，図 2-17，図 2-18 に⽰した 10dB ガウス分布（⿊:theory）と

SGINE分布の各領域中点をつないだガウス分布（⻘:fitting）の誤差 RMS をまとめたものを
表 2-4 に⽰す．これらの結果から，𝑘 = 3において最も誤差が⼩さく，10dB ガウス分布に
近い分布が構成されていることが分かる． 

 
表 2-4 提案⼿法によって実装される分布の誤差 

k	 分布誤差 RMS	[%]	

1	 4.597	

2	 1.607	

3	 0.584	

4	 1.507	

	

𝑘 = 4で𝑘 = 3よりも誤差が⼤きくなっているのは，𝑘を⼤きくすることで，各領域の範囲
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に対してサブアレーサイズが⼤きくなり，式（2.15）に⽰した実装サブアレー数 NSmの計算
途中の四捨五⼊時に切り捨てよりも切り上げが多くなり，分布が全体的に 10dB ガウス分布
から離れた値を持った結果であると考えられる． 

 

 
図 2-15 k＝1 での 10dB ガウス分布と階段分布及び階段分布のフィッティング曲線 

 

 
図 2-16 k＝2 での 10dB ガウス分布と階段分布及び階段分布のフィッティング曲線 
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図 2-17 k＝3 での 10dB ガウス分布と階段分布及び階段分布のフィッティング曲線 

 

 
図 2-18 k＝4 での 10dB ガウス分布と階段分布及び階段分布のフィッティング曲線	

	

次に，位相分布と位相誤差分布を図 2-19 に⽰す．この位相誤差はビーム制御⾓度𝜃]に
10[deg.]を設定した時の⾮サブアレー化の位相に対する差を意味し，式(2.27)で求められる． 

𝑃ℎ𝑎𝑠𝑒	𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟 = 𝜙L − 𝜙L������������  (2.27) 
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ここで𝜙L������������はサブアレー化を施さない構成での位相値であり，k=3 の場合につい
ては図 2-19 の⿊線で⽰した値である． 

 

 
図 2-19 k＝1,2,3 で構成した階段分布の位相分布（上）と 

⾮サブアレー化位相に対する位相誤差分布（下）（𝜽𝟎 = 𝟏𝟎 deg.の場合） 

	

各アンテナ素⼦の励振位相は素⼦ごとではなくサブアレーごとに決まるため，図 2-19 に
⽰すように階段状になる．𝑘を⼤きく設定すると，サブアレー構成素⼦数が多くなり，ビー
ム⽅向制御時に，⾮サブアレー化アレーから放射される電波の平⾯的な等位相⾯と⽐較して，
階段状の等位相⾯が⽣じる．その結果，サイドローブ上昇やグレーティングローブ発⽣など
の影響が懸念される． 

次に横軸に𝑘を取り，縦軸に式(2.28)，(2.29)で求めた振幅誤差と位相誤差の⼆乗平均平
⽅根（RMS: Root Mean Square）を取ったものを図 2-20 に⽰す．このとき，ビーム制御⾓
度𝜃]には 5deg.と 10deg.の２つをそれぞれ設定した． 
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𝑃𝑜𝑤𝑒𝑟	𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟�6h =
1
𝑁

𝑤L − 𝑤L_efghh
2

�

L�Y

 (2.28) 

𝑃ℎ𝑎𝑠𝑒	𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟�6h =
1
𝑁

𝜙L − 𝜙L_efghh
2

�

L�Y

 (2.29) 

 

 
図 2-20 kに対する振幅誤差および位相誤差の関係 

 
図 2-20 からも𝑘を⼤きく設定することで振幅誤差を⼩さくでき，⼀⽅で位相誤差が⼤き

くなる事が確認できる．また，ビーム⽅向制御⾓度𝜃]が⼤きいほど位相誤差も⼤きいことが
分かる． 

サブアレー化をせずに，アンテナ個々の振幅を調整した電⼒分布付きのアレーアンテナ
（従来アレー）においては，図 2-20 に⽰すような𝑘という値を⽤いて複数の振幅誤差，位
相誤差を持ったアレーを構成することはできない．従って，𝑘という値は提案する SGINE法
において従来⼿法にない特有の設計パラメータであると⾔える． 
ここで，アレーアンテナの放射パターン（第 3 章で詳述）は，アレーを構成する素⼦アン

テナの振幅，位相，位置から求めることが出来る．従って，様々な𝑘を設定する事で複数の
振幅誤差，位相誤差を持たせることが出来るということは，様々な放射パターンを設計でき
るということである． 

また，ビーム⽅向制御⾓度𝜃]の値によって位相誤差が異なるという事は，ある基準を設け
た時に最適な𝑘値が導けるということである．例えば，「位相誤差 RMS が 1degを越えては
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いけない」という基準を設けた場合，𝜃]が 5degまで対応する場合には，𝑘 = 3は基準を逸脱
しているため適さず，𝑘 = 2が適した値となる． 
従って本研究で提案する SGINE法を⽤いてアレーアンテナを設計する際には，ビーム⽅

向制御⾓度𝜃]の範囲とその時に満たすべき振幅誤差，位相誤差の基準を設ければ，最適な𝑘
値を導けるということである．ここで，満たすべき振幅誤差，位相誤差の基準に関しては，
アレーアンテナの放射パターン解析を複数回に渡って⾏うことで，算定可能である．例えば
メインローブ幅やサイドローブレベルに判定基準があれば，それらを満たす範囲で振幅誤差，
位相誤差の基準を設けることが出来る． 
したがって，SGINE 法では要求される 10dB ガウス分布との振幅誤差や位相誤差に合わ

せて設計パラメータ𝑘値を設定することで様々なアレーアンテナを設計することが可能であ
ると⾔える． 

 

2.6 基準素⼦数と実際に構成される素⼦数の差異 

SGINE 法では，アレー直径𝐷に素⼦間隔𝑑で等間隔に配列した際の素⼦数（基準素⼦数）
と実際に構成できる素⼦数（サブアレー構成後の素⼦数）に差異（表 2-5参照）が⽣じる．
その理由は，サブアレー構成後の素⼦数は式(2.15)で⽰した各領域のサブアレー数に依存し
ている．そのため，サブアレー構成素⼦数の倍数によって決定するからである．ここでは，
その差異を定量的に⽰す．まず，基準素⼦数𝑁�とサブアレー構成後の素⼦数𝑁fを定義する
と式（2.30，2.31）で表せる． 

𝑁� =
𝐷
𝑑
+ 0.5  (2.30) 

𝑁f = 𝑁𝑆6

~

6�v~

=
𝑤𝑖𝑑𝑡ℎ6
𝐶6_YZ×𝑑

+ 0.5
~

6�v~

  

 = 2
𝑤𝑖𝑑𝑡ℎ6
𝐶6_YZ×𝑑

+ 0.5
~

6�]

 (2.31) 

したがって，これらの差異（素⼦数誤差）Δ𝑁は式（2.32）で表される． 
Δ𝑁 = 𝑁f − 𝑁�  

 = 2
𝑤𝑖𝑑𝑡ℎ6
𝐶6_YZ×𝑑

+ 0.5
~

6�]

−
𝐷
𝑑
+ 0.5  (2.32) 

⼀例として表 2-5 にアレー直径 𝐷 = 10 m，素⼦間隔 𝑑 = 0.5 λ，周波数 5.8 GHz，𝑘 =
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1,2,3,4とした場合の素⼦数誤差Δ𝑁を⽰す．上記条件より基準素⼦数は𝑁� = 386である．表 
2-5 に⽰したとおり，𝑘を⼤きくしていくと素⼦数誤差が⼤きくなり，その影響でアレー全
体の⼤きさにも誤差が⽣じる． 

 
表 2-5 基準素⼦数とサブアレー構成後の素⼦数の誤差（k＝1〜4） 

𝑘 𝑁f Δ𝑁 Δ𝑁/𝑁� [%] 
1 386 0 0 
2 380 -6 -1.55 
3 398 12 3.11 
4 406 20 5.18 

 

2.7 設計パラメータ𝒌の設定条件 

提案する SGINE 法における固有の設計パラメータ𝑘は，⾃然数から⾃由に決定すること
が出来る．しかし，アレー直径𝐷と素⼦間隔𝑑に対して⼤きすぎる𝑘値を設定すると，アレー
の各領域𝑚において，領域の幅𝑤𝑖𝑑𝑡ℎ6に対して 1 サブアレーの⼤きさ𝐶6×𝑑が⼤きくなり，
領域を設定できなくなる．これを式に表すと 

𝑤𝑖𝑑𝑡ℎ6
𝐶6×𝑑

 > 0.5 (2.33) 

となる．この時，右辺の 0.5は式(2.15)で⽰した各領域でのサブアレー数𝑁𝑆6の算出に⽤い
た四捨五⼊のための値である．式(2.33)は式(2.15)において各領域が存在するための条件で
ある． 
例として，領域を設定できなかった場合，すなわち式(2.33)を満たさない場合について考

える．以下の値を⽤いてアレーを構成した場合の電⼒分布を図 2-21 に⽰す． 
i) アレー直径𝐷 = 10 m 
ii) 周波数𝑓 = 5.8 GHz 
vii) 素⼦間隔𝑑 = 0.5λ 
viii) 出⼒電⼒⽐𝐸𝑅 = 0.1 
ix) 電⼒分布：10dB ガウス分布 
iii) 設計パラメータ𝑘 = 5 
式(2.7)に𝑘 = 5を代⼊して，構成されるべき領域数（⽚側）を求めると 11 領域となる．

しかし，アレー端部の 2つの領域(𝑚 = 9,10)においては，式(2.33)を満たさないため，領域
内にサブアレーを設けることができない．その結果として，図 2-21 に⽰すように領域の⾜
りない電⼒分布となる． 
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従って SGINE 法を⽤いる際には，式(2.33)を満たすような𝑘を設定するよう注意が必要
である． 

 

 
図 2-21 不適切な設計パラメータ	𝒌の設定とその影響 

 

2.8 本提案⼿法によって削減されるアレー構成部品の数 

提案する SGINE法を⽤いてアレーアンテナを設計した場合，サブアレー化せずにアレー
アンテナを設計した場合に⽐べて，総アンプ数や総移相器数を減らすことができる．これは
図 2-12 b)に⽰したようにアンプ及びその前段に接続する移相器の数は総サブアレー数と
等しくなり，総アンテナ数よりも⼩さくなるからである． 

本設では SGINE法を⽤いた場合のアンプ及び移相器の削減率について考察する．下記条
件でアレーアンテナを設計した場合の概念図を図 2-22 に⽰す． 
iv) アレー直径𝐷 = 1000 m 
v) 周波数𝑓 = 5.8 GHz 
x) 素⼦間隔𝑑 = 0.5λ(= 51.7 mm) 
xi) 出⼒電⼒⽐𝐸𝑅 = 0.1 
xii) 電⼒分布：10dB ガウス分布 
vi) 設計パラメータ𝑘 = 1 

領域数が9個しか無い

本来ここに2領域ある
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このとき，アレーアンテナの総⾯積，およびアンテナ１素⼦の⾯積は，それぞれ式(2.34, 
2.35)より，7.8×10` m2 と6.7×10v� m2 と求まる． 

𝑆 = 𝜋
𝐷
2

2

 (2.34) 

𝑠 = 𝑑2 = 0.5𝜆 2 (2.35) 
1 次元のアレーアンテナを考えると，k＝1,2,3,4 を設定した時のアンテナ数 NE，サブア

レー数 NS を表 2-6 に⽰す．2 次元アレーアンテナでのアンテナ数とサブアレー数の⽐
NS2/NE2は表 2-6 に⽰したとおりに計算でき，kが⼤きいほど，サブアレー構成素⼦数が⼤
きいため，⽐が⼩さくなる．これは，kが⼤きいほどアンプ及び移相器を少ない数で構成で
きるということである．アンプ及び移相器の削減率は表 2-6最右列に⽰したとおりであり，
k=3 においては従来⼿法よりも約 93.7％削減した数で構成することができる．これらの数
値はサブアレー化を⽤いた場合との⽐較である点は注意が必要である． 

 

 
図 2-22 アレーアンテナ総⾯積と素⼦アンテナの⾯積（D=1km, k=1 の場合） 

 
表 2-6 提案⼿法を⽤いた場合のアンプ数および移相器数の削減率 

k 
アンテナ数 
NE [ pcs. ] 

サブアレー数 
NS [ pcs. ] 

サブアレー/アンテナ⽐ 

NS2/NE2 [%] 
削減率 

1-(NS2/NE2) [%] 
1 38696 32192 69.2 30.8 
2 38690 14890 14.8 85.2 
3 38696 9672 6.3 93.7 
4 38702 7164 3.4 96.6 

 

アンテナ1素⼦の⾯積
6.7	× 10-4 m2

0.5 λ

総⾯積
7.8	× 105 m2
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第3章	提案⼿法に基づいて設計されたアレーアンテナの特性解析 

3.1 解析の⽬的と解析条件 

RF 増幅器からアンテナ素⼦までの分配及び伝送の構成に損失やばらつきを含まない理
想的な条件で計算機シミュレーションを⾏い，提案⼿法に基づいて設計したアレーアンテナ
の特性を解析する．「⼤規模なフェーズドアレーアンテナにおいて，提案する SGINE 法を
⽤いて電⼒分布（SGINE 分布）を構成し，電⼒伝送効率の向上が出来ているのか」を確認
することが⽬的であるため，検証項⽬として，i) 電⼒分布の実装によってメインローブの
電⼒含有率が向上しているか，ii) アンテナ励振位相の制御によってビーム⽅向を制御する
ことが可能であるか，iii) ⼤規模なアレーアンテナに有効であるか，の 3つをそれぞれ評価
する． 
シミュレーションには，アレーファクタ(AF: Array Factor)計算を採⽤し，素⼦アンテナ

単体の特性は等⽅性であると仮定してアレーのみの特性を評価する．3 章で述べた⼿順で電
⼒分布を実装した 1 次元線形アレーアンテナの AF を計算し，得た AF を⽤いて評価を⾏
う．また 2 次元平⾯アレーアンテナについても，提案⼿法に基づいてアレーを設計し，その
振幅分布及び位相分布からアンテナ特性の推測を⾏う． 

 

3.2 1 次元線形アンテナでの解析 

3.2.1 基本的な特性 
SSPS においてはアレー直径𝐷 = 1 km 以上の超⼤型アレーが⽤いられることが検討され

ている．しかし，1km規模のアレーアンテナ解析は，私の計算機環境では難しいことが分か
った．そこで先ずは直径𝐷 = 10 mの⽐較的⼩さなアレーで基礎的な特性解析を⾏う．その
後，𝐷 = 100 mと𝐷 = 1 kmのアレーアンテナの解析を限定的な条件の下で⾏い（第 3 章 2
節 3項参照），𝐷 = 10 mのアレーとの違いを考察する．1 次元のアレーアンテナにおけるア
レーファクタ𝐴𝐹 𝜃 は，式(3.1)から求めることが出来る． 

𝐴𝐹 𝜃  = 𝑤L×𝑒𝑥𝑝 𝑗𝜙L

�

L�Y

×𝑒𝑥𝑝 𝑗𝑘]𝑥L𝑠𝑖𝑛𝜃  (3.1) 

ここで，𝑁はアレーの全素⼦数，𝑛は素⼦番号，𝑥L，𝑤L，𝜙Lはそれぞれ𝑛番⽬の素⼦の位
置[m]，励振電界強度⽐[-]，位相[rad]である．また，𝑗は虚数単位，𝑘]は波数[m-1]，𝜃は観
測⽅向[rad]である． 

次に無線電⼒伝送ではメインローブを代表とした，アレー正⾯⽅向からある限られた範
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囲に含まれる電⼒の割合が重要である．従って，式(3.2)で定義する電⼒集中率𝐼𝑃 𝜃 や式
(3.2)に𝜃Y = 𝜃Lg}}を代⼊して得られるメインローブ電⼒含有率(MCR: Main-libe power 
Content Rate)が重要となる． 

𝐼𝑃 𝜃  =
𝐴𝐹 𝜃 2p��

v��
𝑑𝜃

𝐴𝐹 𝜃 2p� 2
v� 2 𝑑𝜃

 (3.2) 

アレーアンテナ直径を𝐷 = 10 mとし，アレーアンテナ中⼼部におけるサブアレーの構成
素⼦数の平⽅根𝑘に 1,2 及び 3 をそれぞれ設定した際の AF，電⼒集中率をそれぞれ図 3-1 
(a)，(b)に⽰す．横軸は共に正⾯⽅向からの⾓度である． 

 

 
(a) アレーファクタ 

 
(b) 電⼒集中率 

図 3-1 提案するアレーアンテナの基本特性 
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図 3-1 (a)より，SGINE分布は⼀様分布と⽐較して第⼀サイドローブが，それぞれ𝑘 = 1

で 3.3dB，𝑘 = 2で 6.6dB，𝑘 = 3で 9.6dB 下がっており，𝑘値の増加に伴い徐々に電⼒がガ
ウス分布の場合の AFに近づいていることが分かる．また，第 1ヌル点の⾓度が𝑘値の増加
に伴って広がっており，⼀様分布の場合からガウス分布の場合に近づいている．これはすな
わち，メインローブが徐々に太くなっているという事である． 

次に図 3-1 (b)より，SGINE法（𝑘 = 1,2,3）の電⼒集中率の変化傾向がガウス分布と同様
に 0.3°付近で飽和する特徴を持ち，⼀様分布の 0.25°で⼀度飽和し 0.35°で再度上昇する
傾向とは異なることが⾒て取れる．また電⼒集中率も AF 同様に，𝑘値の増加に従い徐々に
ガウス分布の特性に近づいている事が分かる． 

次に，メインローブを挟むヌル点間で計算した電⼒集中率をメインローブ電⼒含有率と
し，𝑘 = 1,2,3,4をそれぞれ設定した時の，メインローブ幅，第⼀サイドローブレベル，メイ
ンローブ電⼒含有率を表 3-1 に⽰す．表 3-1 より，SGINE法は⼀様分布より 5％以上多い
電⼒をメインローブに含んでいることが分かる． 
 

表 3-1 10mアンテナの各特性⼀覧 

電⼒分布 
メインローブ幅 

第⼀サイド 
ローブレベル 

メインローブ 
電⼒含有率 

[deg.] [dB] [%] 
k=1 0.712 -16.60 96.0 
k=2 0.768 -19.82 97.8 
k=3 0.766 -22.83 98.5 
k=4 0.754 -23.18 98.7 

10dB ガウス分布 0.770 -22.28 98.7 
⼀様分布 0.590 -13.26 90.2 

 
次に𝑘 = 1,2,3,4をそれぞれ設定した時のメインローブ電⼒含有率MCRを左縦軸に，アレ

ー内の電⼒分布誤差 RMS（式(2.28)で算出）を右縦軸に取ったものを図 3-2 に⽰す．また，
参考値として 10dB ガウス分布のMCRと⼀様分布のMCRをそれぞれ⿊実線，⿊点線で⽰
している．図 3-2 から，𝑘値を⼤きく設定することで電⼒分布誤差が⼩さくなり，それによ
ってメインローブ電⼒含有率が向上していることが分かる．その結果として，メインローブ
電⼒含有率は⿊実線で⽰した 10dB ガウス分布のメインローブ電⼒含有率に近づき，表 3-1
の再右列に⽰すように𝑘 = 4で⼀致している． 
これらの事から，ビーム⽅向制御を伴わない（𝜃] = 0）場合には，𝑘値は⼤きければ⼤き
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いほど，特性がガウス分布に近づき，⼀様分布から離れていくことが確認できる．したがっ
て，検証項⽬ i) 電⼒分布実装によるメインローブ電⼒含有率の向上を確認できた． 

 

  
図 3-2 k 値に対するメインローブ電⼒含有率と電⼒分布誤差 rmsの関係 

 
ここで，kを変化させたことによるアンテナ素⼦数変化及びアレー直径変化の影響が放射

パターンに与える影響について考える．アレー直径D=10mで設計を⾏い，この時 kを 1,2
及び 3 と設定した際のアンテナ素⼦数はそれぞれ 386，380，398 素⼦となる．これらの素
⼦数で構成したアレーアンテナを⼀様な出⼒電⼒で励振させた場合の放射パターン計算を
⾏い，SGINE法の結果と電⼒集中率を⽐較する． 
結果を図 3-3 に⽰す．図 3-3 を⾒て分かる通り，提案⼿法を⽤いた場合の電⼒集中率の

変化傾向と⼀様分布の電⼒集中率変化傾向は⼤きく異なっている．また，⼀様分布でアンテ
ナ素⼦数及びアレー直径が変化した時の電⼒集中率の変化幅は，提案⼿法の k を変えた時
の電⼒集中率の変化幅よりも⼗分に⼩さい．この事から，kを変化させたことによるアンテ
ナ素⼦数及びアレー直径の変化が与える影響は⾮常に⼩さいことが推測できる． 
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図 3-3 kの変化によるアレー直径及びアンテナ素⼦数の変化が電⼒集中率に与える影響 

 
3.2.2 ビーム⽅向制御時の特性 

次にビーム⽅向制御時のアンテナ特性を解析するため，アレーアンテナ直径を D=10 m
とし，𝑘 = 1,2,3をそれぞれ設定し，ビームを 0 degおよび 5 deg⽅向に制御した際の AFを
図 3-4，図 3-5 にそれぞれ⽰す．図 3-4，図 3-5 よりビームが 0 degから 5 degに指向し
ており，ビーム⽅向制御が可能である事が分かる．⼀⽅で図 3-5 より𝑘 = 3の時には−10~
−2.5degの範囲でサイドローブが最⼤で約−30dBまで上昇していることが分かる． 
ここで，ビーム⽅向制御に伴ってサイドローブが上昇している原因について考えてみる．

⼀般に，アンテナ素⼦間隔が半波⻑よりも広い場合，ビーム⽅向制御時にグレーティングロ
ーブが発⽣することが知られている[30]． 

SGINE 法において𝑘が⼤きいという事は，サブアレーが⼤きいという事であり，サブア
レー間隔もそれに依存して広くなる．例えば素⼦間隔を𝑑 = 0.5λとすると，𝑘 = 3の時には
最⼩のサブアレーは 3×3 素⼦であり，サブアレー間隔もアレー中⼼で 1.5λとなる． 
したがって𝑘が⼤きくサブアレー間隔が広い時には，アンテナ素⼦間隔が広い時のグレー

ティングローブ発⽣と同様の理由によって，サイドローブが発⽣する事が主な要因と考えら
れる． 

 

⼀様分布

提案⼿法
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図 3-4 ビーム⽅向 0 度のアレーファクタ 

 

 
図 3-5 ビーム⽅向 5 度のアレーファクタ 

 
次に，横軸にビーム⽅向制御⾓度，縦軸にメインローブ電⼒含有率をとったグラフを図 

3-6 に⽰す．図 3-6 では参考として，サブアレー化を施していない場合の⼀様分布とガウス
分布の値を⽰している． 
図 3-6 から，メインローブ電⼒含有率は𝑘が⼤きいほど，ビーム⽅向制御⾓度の増⼤に伴

って⼤きく低下していることが分かる．これは，図 3-5 に⽰すようなサイドローブ上昇に
よって，全放射電⼒に対してメインローブ以外の割合が⼤きくなった事が要因である．これ
は式(3.2)に𝜃Y = 𝜃Lg}}を代⼊した MCR 定義式右辺の内，分⼦が変わらないまま，分⺟が⼤
きくなったことに相当する． 
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図 3-6 ビーム⽅向制御時のメインローブ電⼒含有率 

 
提案する SGINE法では，アレー内でサブアレーサイズが変化する．⼀⽅で従来のアレー

アンテナでは，サブアレーサイズは⼀定の⼤きさで構成されている．従来アレーの場合にも，
同様のMCR変化が⽣じるかどうかを考えた．すなわち，⼀様な電⼒分布のアレーアンテナ
を均⼀なサブアレーで構築した場合についてである． 
そこで，図 3-6 の数値に 2 素⼦，4 素⼦でサブアレー化を施した場合の⼀様電⼒分布ア

レーのメインローブ電⼒含有率を加えたものを，図 3-7 に⽰す． 
図 3-7 より，⼀様分布を 1 素⼦サブアレー（⾮サブアレー化），2 素⼦サブアレー，4 素

⼦サブアレーでそれぞれ構成した場合，𝜃] = 0 degでそれぞれのMCRは⼀致しており，𝜃]
が⼤きくなるに連れ，サブアレー構成素⼦数が⼤きいほど MCR がより⼤きく低下してい
る．また，⾮サブアレー化の場合にはMCRは低下しない． 
⼀⽅で SGINE 法では，𝜃] = 0において𝑘が⼤きいほど⾼い MCR を有しており，𝜃]が⼤

きくなるに連れ，𝑘の⼤きさに依存した形で MCR が⼤きく低下している．従って，ある𝜃]
の値において，最⼤となるMCRを持つ𝑘が異なる．具体的には，0 ≤ 𝜃] ≤0.5 degでは𝑘 =
4，0.5 < 𝜃] ≤ 2.1 degでは𝑘 = 3，2.1 < 𝜃] ≤ 2.8 degでは𝑘 = 2，2.8 < 𝜃] degでは𝑘 = 1が
最⼤MCRを有している．実際の SSPS モデルの初期設計時には，要求されるビーム⽅向𝜃]
の制御範囲から，図 3-7 を⽤いることで，最適な𝑘値を決定することが可能である． 
これらの事から，ii)位相制御によってビーム⽅向を制御することが可能であることが確

認できた．しかし，ビーム⽅向制御を伴う（𝜃] ≠ 0）場合，k値が⼤きいほどビーム⽅向制
御時にサイドローブがより⼤きく上昇し，メインローブ電⼒含有率がガウス分布での値から
離れていくことが確認された． 
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図 3-7 ビーム⽅向制御時のアレーアンテナ特性，サブアレー化した⼀様分布との⽐較 

(1el: ⾮サブアレー化，2el: 2 素⼦で 1 サブアレー，4el: 4 素⼦で 1 サブアレー) 

 
3.2.3 ⼤規模アレーアンテナへの適応性 

次に超⼤型アレーアンテナへの適⽤可能性について評価を⾏う．ここまでに⽰した結果
はすべてアレー直径𝐷 = 10 m で計算したものである．その理由としては，私が計算機
（CPU:Intel core i5 2.9GHz; RAM: 8GB）上に Python3 を⽤いてソフトウェアを開発し，
アレーアンテナ特性の解析を⾏っていたからであり，計算環境による制約である．そのため
計算コストの⼩さな，アレー直径𝐷 = 10 mにて計算を⾏い，提案⼿法の基礎的な特性解析
を⾏った． 
しかし実際の SSPS では𝐷 = 1 kmまたはそれ以上のアレー直径が要求されるため，超⼤

型アレーアンテナの特性について論ずる必要がある．この超⼤型アレーアンテナは，１次元
アレーであっても約 4万のアンテナ素⼦数となる．私の計算機環境では，この 1 kmアンテ
ナの特性を±90°範囲，0.0001°ステップで計算しようとすると，１条件あたり約９時間半
の解析時間が必要となった．そこで，式(3.3)〜(3.5)に⽰す近似[30]を⽤いて，⼩さなアレ
ーアンテナの計算結果から超⼤型アレーアンテナの解析を⾏う⽅法を採⽤した． 

𝐴𝐹 𝑢  = 𝑒𝑥𝑝 𝑗𝑛𝑢
�vY

L�]

=
sin 𝑁𝑢 2
𝑁 sin 𝑢 2

 (3.3) 

𝑢 = 𝑘]𝑑 𝑠𝑖𝑛𝜃 − 𝑠𝑖𝑛𝜃]  (3.4) 

𝐴𝐹 𝑢  ≈
sin 𝑁𝑢 2
𝑁𝑢 2

 (3.5) 

この近似を適⽤するためには，共相（ある⽅向にビームを指向した時にその⽅向において

k＝4 k＝3 k＝2
k＝1
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全アンテナ素⼦の位相が揃っていること）でかつ式(3.4)に⽰した𝑢が⼗分に⼩さい（𝑢 ≪ 1）
ことが必要である[30]． 

SGINE法においてビーム⽅向を制御すると，指向⽅向におけるアンテナ各素⼦の位相は
図 2-19 に⽰したように階段状になるため，同相ではない．従って，𝜃] = 0 degの正⾯⽅向
指向時のみが適⽤可能である．また，𝑢を⼗分⼩さくするためには，𝑘]，𝑑または𝜃を⼩さく
する必要がある． 

アレー直径を𝐷 = 1 km とし，𝑘 = 2での素⼦数で⼀様分布アレーを⽣成し，𝜃を±0.015 
deg とした時の式(3.3)と式(3.5)の計算結果を図 3-8 に⽰す．𝜃を±0.015 deg とすると𝑢は
±0.008 degの範囲となり 1 よりも⼗分に⼩さい．また，この時の式(3.3)と式(3.5)の誤差は
10−9オーダーであるため，無視可能である． 

 

 
図 3-8 近似式の適⽤条件 

 
従って，これらの制約を満たす条件として，θを±0.01 degの範囲，ビーム制御⽅向を𝜃] =

0の正⾯⽅向指向時としてアレーファクタ計算を⾏なった．この条件であれば，1 次元 1km
のアレーアンテナにおいて，10mのアレーアンテナと同等の計算量で計算が可能である． 
AFの計算条件として𝑘 = 2とし，アレーアンテナ直径を𝐷 = 10	m，100	m，1000 mをそ

れぞれ設定した．結果を図 3-9 に⽰す．図 3-9 は横軸をアンテナ素⼦数𝑁と式(3.4)で定義
した𝑢の積とすることで，アレーファクタを無次元化し，直径の異なるアレーアンテナのア
レーファクタを⽐較している． 
図 3-9 より正⾯⽅向指向時には，AFはアンテナサイズによる違いはなく，よく⼀致して

いる．この結果が⽰すのは，図 3-9 に⽰したアレー直径が異なる 3つのアンテナにおいて，
アレーアンテナ特性は同様の特性を有するということである．このことから，SGINE 法は



 55 

正⾯⽅向指向時であれば 1 kmの超⼤型アンテナに対しても有効である事が確認できた． 
 

 
図 3-9 アンテナサイズごとのアレーファクタ⽐較 

 
次に直径 1km のアレーアンテナに SGINE 法を適⽤する場合でも，ビーム⽅向制御が可

能であることを検証する．直径の異なるアレーアンテナにおいて，ビーム⽅向を 0 deg以外
に制御した際の位相分布を⽐較することで，評価することとした．そのためアンテナ位置と
励振位相の無次元化を⾏う．無次元アンテナ位置と無次元励振位相をそれぞれ𝑋と𝛷で表し，
式(3.6)と(3.7)で定義する． 

𝑋 =
𝑥L
𝐷

 (3.6) 

𝛷 =
𝜙L
𝐷

 (3.7) 

この無次元アンテナ位置，無次元励振位相を⽤いて，図 3-10 にアレーアンテナ直径を
𝐷 = 10	m，100	m，1000 m として，ビームを 5 deg ⽅向に制御した際の位相分布を⽰す．
図 3-10 より𝐷 = 10	m，100	m，1000	mの等位相⾯は等しいことが⾒て分かる． 

次に 5 度⽅向制御時の AFを⽐較する．ここで，式（3.3〜3.5）の近似は共相が適⽤条件
であった．⼀⽅で，SGINE法での位相分布は，図 2-19 に⽰すような階段状であり共相では
ない．そのため式（3.3〜3.5）の近似は適⽤できない．そこで，アレーアンテナ直径𝐷 =

10	m，100	m，1000ｍの 3 種類のアレーファクタを別々に⽰し，それぞれの各サイドロー
ブレベルを⽐較し考察する． 

アレーアンテナ直径を𝐷 = 10	m，100	m，1000ｍとし，設計パラメータは𝑘 = 2，ビーム
⽅向制御⽅向を 5 deg として，アレーファクタを計算した結果を図 3-11 に⽰す．図 3-11
は可視範囲を揃えるため，横軸中⼼を 5 degとし，𝐷 = 10	m，100	m，1000ｍそれぞれで±

!" = $%!& sin * − sin *% [rad]
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1.5 deg，±0.15 deg，±0.015 degの範囲を表⽰したものである．この範囲で，メインロー
ブと第 1〜4 サイドローブまでが含まれている． 

 

 
図 3-10 サイズの異なるアレーアンテナの励振位相分布（𝜽𝟎 = 𝟓 deg） 

 
図 3-11 の第 1〜4 サイドローブレベルをまとめたものを表 3-2 に⽰す．表 3-2 で注⽬

すべきは，各⾏の 3つの数値の差である．この差が⼩さいほど，図 3-11 に⽰したアレーフ
ァクタがよく⼀致しているということである．表 3-2 にて，𝐷 = 10 mと𝐷 = 1 kmのサイ
ドローブは，左側第 2 サイドローブ（表 3-2 では「左側 2nd」表記）が-36.3dBと-38.7dB
であり，表 3-2 における最⼤の差異である．この値を真数に戻した差異 9.95×10-3 %がア
レー直径の違いによるアレーファクタの差となる．この誤差は表 3-1 に⽰した MCR の値
に対して⼗分に⼩さいため無視できる． 
重要なのは，アレー直径𝐷 = 100 m, 1000 mのアレーアンテナのメインローブ電⼒含有

率（MCR）である．しかし，アレー直径𝐷 = 100 m, 1000 mのMCRを求めるために必要
な±90°の AF計算は，私の環境では計算が困難である．そこで，±90°の AFを計算可能
でかつアレー直径 D が異なる 3 種のアレーにおいてビーム⽅向を 10°に制御した際の AF
とMCRを⽐較する．このとき，𝐷 = 5	m，10	m，15 mとし，その結果を図 3-12 に⽰す． 
図 3-12 より，ビーム⽅向は 10 度⽅向に指向しており，ビーム⽅向制御機能はアレー直

径が異なっていても変わらない事が確認できた．また，最⼤サイドローブの発⽣⾓度も−
55.7 degで⼀致している．この時のメインローブ電⼒含有率（MCR）を式(2.28)より求めた
振幅誤差 RMS，式(2.29)を⽤いて求めた位相誤差 RMS，式(3.2)に𝜃Y = 𝜃Lg}}を代⼊して計
算したMCRと共に表 3-3 に⽰す．また表 3-3 にはアレー直径を D=100m，1kmとした時
の振幅誤差 RMS，位相誤差 RMSも⼀緒に⽰している． 
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図 3-11 サイズの異なるアレーアンテナのアレーファクタ(𝜽𝟎 = 𝟓 deg) 
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表 3-2 サイズの異なるアレーアンテナの各サイドローブレベル(𝜽𝟎 = 𝟓 deg) 

サイドローブ 
D=10mでのレベル 

[dB] 
D=100mでのレベル 

[dB] 
D=1kmでのレベル 

[dB] 
左側 4th -26.7 -27.3 -27.4 
左側 3rd -26.1 -25.8 -25.9 
左側 2nd -36.3 -38.6 -38.7 
左側 1st -19.9 -20.7 -20.7 
右側 1st -20.1 -20.7 -20.7 
右側 2nd -38.3 -38.8 -38.7 
右側 3rd -26.7 -25.9 -25.9 
右側 4th -27.2 -27.4 -27.4 

 

 
図 3-12 ビームを 10 度⽅向制御した時の各アンテナサイズでの AF(k=2) 

 
表 3-3 に⽰す通り，アレー直径が変化してもビーム⽅向制御⾓度を𝜃] = 10 deg ⼀定と

した場合には，振幅誤差 RMS と位相誤差 RMS に差異はない．また直径 D=1kmに対して
⼗分⼩さい直径D=5m, 10m, 15mアレーのメインローブ電⼒含有率（MCR）も直径に依存
した変化はほとんどない．このことから，直径の異なるアレーアンテナにおいて，振幅誤差
RMS と位相誤差 RMS に差異がなければ，MCRも同等の値を持つことが分かる． 
従って，表 3-3 では計算環境を理由に未計算としている D=100m，1kmの超⼤規模アレ

ーアンテナにおいても，振幅誤差 RMS と位相誤差 RMS が⼩さなアレーとほぼ等しいこと
からMCRも同等の値を持つことが予測できる．このことから，本提案⼿法はビーム⽅向制
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御を伴った条件でも超⼤型アレーアンテナに対して有効であると考える． 
 

表 3-3 ビームを 10 度⽅向制御した時の各特性 

D k D/k 振幅誤差 rms 位相誤差 rms MCR 
[m] N/A N/A [−] [deg.] [%] 

5 2 2.5 0.15 0.84 81.8 
10 2 5 0.16 0.83 81.9 
15 2 7.5 0.16 0.84 81.7 

100 2 50 0.16 0.83 - ※ 
1000 2 500 0.16 0.83 - ※ 
※AF計算範囲が狭いため，算出不可能 

 
3.2.4 励振誤差を含んだアレーアンテナの特性解析 
ここまで，理想的な振幅位相分布を持った 1 次元アレーアンテナについて放射パターン

解析を⾏った．しかし実際に素⼦アンテナ，分配回路，電⼒増幅器，移相器から構成される
フェーズドアレーアンテナでは，各構成部において損失やバラつきが存在する．そこで，損
失やバラつきを仮定し，振幅と位相に誤差を含んだアレーアンテナに対して，SGINE 法を
適⽤した場合について考える． 

振幅と位相に誤差を含んだ 1 次元アレーアンテナのアレーファクタ𝐴𝐹¤�� 𝜃 は式(3.1)を
参考に式(3.8)で表せる． 

𝐴𝐹¤�� 𝜃  = 𝑤L_¤��×𝑒𝑥𝑝 𝑗𝜙L_¤��

�

L�Y

×𝑒𝑥𝑝 𝑗𝑘]𝑥L𝑠𝑖𝑛𝜃  (3.8) 

振幅位相誤差の値として，DOE/NASA の検討書[2]の pp.27 には，振幅の許容誤差が１
dB，位相誤差 RMS が 10°と記されているため，この値を⽤いることとする． 

実際の誤差についてもRF電⼒分配器を例に考えてみると，衛星通信などにも利⽤されて
いるMini-circuit製の 2 分配器（ZX10-2-622-S+）において，周波数 2.9GHz ~ 6.2GHzで
挿⼊損失 0.9 〜 1.5dB，位相不均等さ 9.0deg，振幅不均等さ 0.3dBとある．従って，振幅
は(1.5 ‒ 0.9) + 0.3 = 0.9dB，位相は 9.0degのバラつきを有していることが分かる． 
上記から振幅誤差と位相誤差は過去の検討においても，実際の部品においても同等の値

である事を確認したため，振幅誤差と位相誤差をそれぞれ以下のように設定し，解析を⾏う． 
i) 振幅誤差𝑤L_¤��：標準偏差 1/３ dBのガウス分布ランダム誤差 
ii) 位相誤差𝜙L_¤��：標準偏差 10 deg.のガウス分布ランダム誤差 
ここで，振幅の許容誤差を 3σとして考えたため，標準偏差（1σ）は 1/３ dBを設定し
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た．また，電⼒集中率やメインローブ電⼒含有率を計算するためにアレー直径は𝐷 = 10 m
とした． 

まず，ビーム⽅向制御を伴わない場合のアレーファクタ計算結果と電⼒集中率をそれぞ
れ図 3-13，図 3-14 に⽰す．図 3-13 を⾒て分かる通り，メインローブ及びメインローブ付
近のサイドローブは，励振誤差を含んでも⼤きな変化は⾒られない．⼀⽅で図 3-14 に⽰す
電⼒集中率を⾒ると，励振誤差があることで 91〜93％で飽和している．これは図 3-15 に
⽰すように，メインローブから離れたサイドローブの全体的な上昇に起因する． 

振幅位相誤差が無い場合と有る場合のメインローブ電⼒含有率をまとめて表 3-4 に⽰す．
振幅位相にそれぞれ 1/3dB，10degの誤差がある場合，ない場合と⽐べて 5~6％低いメイン
ローブ電⼒含有率となっていることが分かる．しかしながら，励振誤差のない⼀様分布（図 
3-14 の⿊線）の 90.2％よりも⾼いメインローブ電⼒含有率を持つ事は確認できた． 

 

 
図 3-13 励振誤差を含んだ 1 次元アレーアンテナのアレーファクタ 

 
次にビーム⽅向制御を⾏い，ビームを 0〜４ deg にそれぞれ制御した際のメインローブ

電⼒含有率を図 3-16 に⽰す．また，励振誤差によってビーム⽅向に制御誤差が⽣じると考
えたため，その際のビーム⽅向制御誤差を図 3-17 に⽰す．これらの結果は各 1 回 AF計算
を⾏っただけなため，最悪または最良の条件での計算結果が得られたわけではない． 

ただし図 3-16 を⾒ると，振幅位相誤差が有る場合でも「kが⼤きいほどビーム制御⾓度
によって⼤きくMCRが下がっていく」という傾向は⾒えている．これは，励振誤差が発⽣
するような実際のアレーアンテナにおいても，提案⼿法の特徴が発現しているという証であ
る．また，振幅位相誤差を含まずサブアレー化した場合の⼀様分布アレーの結果（図 3-16
中の 2el，4el）と⽐較すると幅広い範囲で提案分布の⽅が⾼いメインローブ電⼒含有率を有
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していることが分かる． 
 

 
図 3-14 励振誤差を含んだ 1 次元アレーアンテナの電⼒集中率 

 

 
図 3-15 励振誤差有(⾚)/無(⿊)での 1 次元アレーアンテナのアレーファクタ⽐較（k=2 の場合） 
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表 3-4 励振誤差の有無でのメインローブ電⼒含有率 

分布 
メインローブ電⼒含有率 [%] 

誤差なし 誤差あり 
k=1 96.0 90.7 
k=2 97.8 91.8 
k=3 98.5 92.7 
⼀様 90.2 N/A 

 

 
図 3-16 励振誤差を含んだ 1 次元アレーアンテナのビーム⽅向制御時のメインローブ電⼒含有率 

 

 
図 3-17 励振誤差を含んだ 1 次元アレーアンテナのビーム⽅向制御誤差 
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図 3-17 より，励振誤差を含んだアレーのビーム⽅向誤差は±0.005 deg以内に収まって
いる．ここで図 3-13 のアレーファクタを⾒ると，メインローブは 0.7 deg以上の太さを持
っているため，ビーム⽅向誤差はメインローブ⾓度範囲の 1％以下である． 
従って振幅位相にそれぞれ 1/3dB，10degの誤差がある場合，ない場合と⽐べてMCRは

4.2 〜 6.2％低くなり，ビーム⽅向誤差は±0.005 deg以下（ビーム幅の 1％以下）となる． 
 

3.3 2 次元平⾯アンテナ特性の推測 

3.3.1 概要 
ここまで計算の簡略化及び⾼速化のため，1 次元アレーアンテナのアレーファクタ（AF）

を計算し，その特性を考察した．しかし実際の SSPS では 2 次元の平⾯アレーアンテナが必
要となるため，ここでは 2 次元アレーアンテナの特性について考える． 

2 次元アレーのアレーファクタ𝐴𝐹 𝜃, 𝜑 は式(3.9)で求めることが出来る． 
 

𝐴𝐹 𝜃, 𝜑  
 

= 𝑤L×𝑒𝑥𝑝 𝑗𝜙L

�

L�Y

×𝑒𝑥𝑝 𝑗𝑘] 𝑠𝑖𝑛𝜃 𝑥L𝑐𝑜𝑠𝜑 + 𝑦L𝑠𝑖𝑛𝜑  (3.9) 

しかし，2 次元アレーの AF計算はアンテナサイズDが 10mであっても表 3-5 に⽰すよ
うに膨⼤な時間がかかってしまう．そこで，まずは 2 次元アレーアンテナの振幅分布と位相
分布を求め，その変化傾向を考えることで 2 次元アレーのアンテナ特性について推測を⾏
う． 

表 3-5 10mアンテナのアレーファクタ計算にかかる時間 

 1次元（実測） 2次元（予測） 

計算ステップ 0.001° 

計算範囲 ±90° ±90°×±90° 

アンテナ素⼦数 386 386×386 

計算量(※1) 6.95＊107 4.83＊1015 

計算時間 10分 48万⽇ 

※1 計算量 = 素⼦数 × 計算範囲 / 計算ステップ	

計算環境： 

Machine: CPU Intel core i5 2.9GHz; RAM 8GB; 

Software: macOS 10.15; Python3.6; Numpy 

 
3.3.2 2 次元平⾯アレーアンテナの振幅分布 
k を 1,2,3,4 と設定した際の 2 次元アレーアンテナの振幅分布をそれぞれ図 3-18〜図 
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3-21 に⽰す．それぞれの図では，提案⼿法によって設計したアレー(a)，10dB ガウス分布
(b)，両者の差(c)を⽰している．図 3-18〜図 3-21 を⾒て分かる通り，kを⼤きく設定する
ことで徐々に両者の差が⼩さくなっている．特に出⼒電⼒の⼤きな，アレー中⼼付近での誤
差減少が顕著であり，放射パターンの差も同様な傾向になることが予測できる． 

 
3.3.3 2 次元平⾯アレーアンテナの位相分布 

次に k を 1,2,3,4 と設定し，ビーム制御⽅向として𝜃] = 1 deg.，𝜙] = 2 deg.を設定した
際の 2 次元アレーアンテナの位相分布をそれぞれ図 3-22〜図 3-25 に⽰す．それぞれの図
では，提案⼿法によって設計したアレー(a)，理論分布(b)，両者の差(c)を⽰している．図 
3-22〜図 3-25 の(a)を⾒て分かる通り，kを⼤きく設定することで徐々に位相分布が直線状
から階段状になり，その結果として等位相⾯も階段状になる．これは１次元アレーアンテナ
と同様の傾向である． 

 

 
図 3-18 2 次元アレーアンテナの振幅分布（k=1 の場合） 

a) 提案分布，b) 10dB ガウス分布，c) 両者の差 

 

 
図 3-19 2 次元アレーアンテナの振幅分布（k=2 の場合） 

a) 提案分布，b) 10dB ガウス分布，c) 両者の差 
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図 3-20 2 次元アレーアンテナの振幅分布（k=3 の場合） 

a) 提案分布，b) 10dB ガウス分布，c) 両者の差 

 

 
図 3-21 2 次元アレーアンテナの振幅分布（k=4 の場合） 

a) 提案分布，b) 10dB ガウス分布，c) 両者の差 

 

 
図 3-22 2 次元アレーアンテナの位相分布（k=1 の場合） 

a) 提案分布，b) 理論分布，c) 両者の差 
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図 3-23 2 次元アレーアンテナの位相分布（k=2 の場合） 

a) 提案分布，b) 理論分布，c) 両者の差 

 

 
図 3-24 2 次元アレーアンテナの位相分布（k=3 の場合） 

a) 提案分布，b) 理論分布，c) 両者の差 

 

 
図 3-25 2 次元アレーアンテナの位相分布（k=4 の場合） 

a) 提案分布，b) 理論分布，c) 両者の差 

 
3.3.4 設計パラメータ𝒌による振幅・位相分布誤差の変化 
ここまでに⽰した振幅誤差と位相誤差の 2 乗平均平⽅根（RMS）を表 3-6 にまとめた．

3.3.2，3.3.3 で述べたとおり，k をより⼤きく設定すると，振幅分布は理想分布との誤差が
⼩さくなり，位相分布は誤差が⼤きくなる．従って，1 次元アレー同様に要求されるビーム
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⽅向制御⾓度の範囲によって最適な k 値が異なる． 
 

表 3-6 提案分布と 10dB ガウス分布の振幅誤差 RMS，位相誤差 RMS 

k 値 
10dB ガウス分布との

振幅誤差 RMS[%] 
𝜃] = 1 deg.，𝜙] = 2 deg.とし
た場合の位相誤差 RMS[rad] 

１ 39.4 0.077 
２ 29.0 0.203 
３ 24.3 0.311 
４ 22.3 0.417 

 

3.4 考察 

ここまでの理論的な検討（第 2 章）および数値解析（第 3 章）によって，提案する SGINE
法によって設計されたアレーアンテナは 10dB ガウス型電⼒分布に近い階段状の分布を持
ち，また放射特性もガウス分布と同等であることを明らかにした．また，ビーム⽅向制御時
の特性および⼤規模アレーアンテナへの適⽤性についても解析，検討を⾏った．さらに，振
幅と位相に誤差がある場合，2 次元平⾯アレーアンテナでの特性についても検討を⾏い，そ
の特性を明らかにした． 

本節では以下の事柄に対して考察を⾏う． 
i) 過去に提案された SSPS モデルに対し，SGINE法を適⽤した場合の考察 
ii) 送電対象地域を想定し，ビーム⽅向制御に関する考察 
 

3.4.1 SSPS モデルへの適⽤に関する考察 
過去に提案された SSPS モデルの代表的なものを図 3-26 に⽰す．多くの SSPS モデルは，

安定的な⽇照が得られる静⽌軌道（GEO: Geostationary Orbit）に建設することが提案され
ている．ここでは，アメリカのエネルギー省（DOE: Department of Energy）と航空宇宙局
（NASA: National Aeronautics and Space Administration）が共同で提案した Reference 
Systemsに対して，提案⼿法を適⽤した場合について考察を⾏う．まず，不要放射となるサ
イドローブとグレーティングローブについて考察を⾏い，次に最適な k 値の提案を⾏うこ
ととする． 
References Systemsの無線電⼒伝送サブシステムでは，周波数 2.45 GHzを⽤い，静⽌軌

道上から 6.72 GWの電⼒を直径 1kmの送電アンテナを⽤いて送電し，地上では総電⼒とし
て 5 GW を利⽤するシステムである[2]．この時の受電アンテナ中⼼での電⼒密度が 23 
mW∕cm2 となると述べられている．また，この時のビーム⽅向制御範囲が±0.1 度以内であ
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るという報告[42]も有る．本研究で⾏った計算との多少の違いがあるため，検討の条件を以
下のように設定した． 
• 周波数を 2.45 GHzから 5.8 GHzに変更 
• 地上での電⼒密度を 23 [mW∕cm2 ]× 各ローブレベル [%]で計算 
• アンテナサイズ無次元化（第 3 章 2節 3項参照）を⽤いて受電アンテナ中⼼からの
距離を計算 

 

 
図 3-26 過去に提案された複数の SSPS モデル 

 
まず，不要放射の中でも⼤きな割合を持つ第⼀サイドローブのレベルについて，SGINE

法と従来⼿法の⽐較を⾏う．第⼀サイドローブとは，図 3-27（図 3.1(a)の再掲）に⽰すよ
うにメインローブに隣接したローブである．アンテナ径 D=10m で計算した結果を⽤いて，
DOE/NASAの References Systemsで提案されている 10dBガウス型の電⼒分布のサイドロ
ーブレベルとの⽐較を⾏う． 

計算結果をまとめたものを表 3-7 に⽰す．SGINE法におけるサイドローブが地上に作り
出す電⼒密度は，𝑘 = 1であっても⼀様分布の半分以下となり，不要放射の低減に効果的で
あることが確認できた．また𝑘 = 3の時には，10dB ガウス分布よりも⼩さい第⼀サイドロー
ブとすることが出来る．これらのことから，第⼀サイドローブが地上に作る電⼒密度におい
て，SGINE法の有効性を確認できた． 
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図 3-27 提案⼿法と従来⼿法での第⼀サイドローブレベル（図 3.1(a)再掲） 

 
表 3-7 第⼀サイドローブが地上に作る電⼒密度とその位置 

電⼒分布 
1stサイドローブレベル

[dB] 
中⼼からの
距離 [km] 

地上での電⼒密度 
[mW cm2] 

⼀様分布 -13.26 2.65 1.086 

k=1 -16.60 3.07 0.503 

k=2 -19.82 3.15 0.240 

k=3 -22.83 3.02 0.120 

ガウス分布 -22.28 3.04 0.136 

 
次にグレーティングローブについて考察を⾏う．グレーティングローブとは，メインロー

ブとは異なる⽅向で各アンテナからの出⼒位相が揃ってしまった際に発⽣するローブであ
り，⼀般に⾮発⽣条件は式(3.10)で表される[30]． 

𝑑
𝜆

 <
1

1 + sin 𝜃]
 (3.10) 

ここで，𝑑は素⼦間隔，𝜆は波⻑，𝜃]はビーム⽅向である． 
グレーティングローブが発⽣する要因には⼀般的に以下の 3項⽬が考えられる． 
• 素⼦間隔が周期的であるため，アレーファクタが⼀定⾓度でピーク値を持つ 
• 素⼦アンテナの放射パターンが固定である 

1stサイドローブ
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• ビーム制御範囲が⼤きい 
SGINE法においては，各領域でサブアレー構成素⼦数が異なる．従って，サブアレー間

隔が⼀定ではなく，1点⽬を潜在的に回避できる．また 2点⽬においても，各領域でサブア
レーの放射パターンが異なるため，問題を回避できる． 
他⽅で 3点⽬に関して，SGINE法ではサブアレー構成が従来のアレーよりも複雑である

ため，グレーティングローブ発⽣条件が，ビーム⽅向制御⾓度によって異なる．従って，こ
こでは References Systems を仮定して，ビーム⽅向制御を⾏った際のアレーファクタから
グレーティングローブ特性を確認する． 
References Systemsでのグレーティングローブに関する記述は以下の通りである[2]． 
• サブアレーは 10.4m×10.4mの固定サイズ 
• ビーム⽅向は 0 degに固定し，励振誤差が⽣じた際の検証 
• メインローブから 440 km毎の位置に⽣じる 
• グレーティングローブレベルは環境への配慮から 0.01 mW/cm2 以下に抑える 

ここでは，周波数を 5.8GHzに変更し，以下の 2項⽬について検証を⾏う． 
i) ビーム⽅向は 0 degに固定し，励振誤差が⽣じた際の検証 
ii) ビーム⽅向を 0 deg以外に制御した時の検証 
まずビーム⽅向を 0 degで固定し，励振誤差が有る場合または無い場合の k=1,2,3 でのア

レーファクタ計算結果を図 3-28 に⽰す．励振誤差が有ることで，全体的にサイドローブレ
ベルが約 15dB ⾼くなっていることが確認できる．その結果，図 3-14 で⽰した励振誤差が
ある状態での電⼒集中率のように，励振誤差がない場合と⽐べて低い電⼒集中率で飽和する
傾向となる． 
⼀⽅で，References Systemsで懸念されていたような，ある⾓度（または地上での距離）

毎に⼀定間隔で⽣じるようなグレーティングローブがない事を確認できた．これは，サブア
レーの⼤きさを固定していないことによる効果であると推測する． 

次にビーム⽅向を 1,2,3 degに制御した場合の，励振誤差が無い場合の𝑘 = 1,2,3でのアレ
ーファクタ計算結果を図 3-29 に⽰す．また，図 3-29 の各条件でのグレーティングローブ
の発⽣⾓度，レベル，地上での位置と電⼒密度をまとめたものを表 3-8 に⽰す．グレーティ
ングローブが許容値を超えてしまう部分は⾚字で⽰している．𝑘 = 1の場合には，ビーム⽅
向が 3 deg以内であれば，許容値 0.01 mW/cm2 を超えることは無い事が分かった．⼀⽅で
𝑘 = 2または 3 の場合には，ビーム⽅向を 2 degまたは 3 deg制御すると，グレーティング
ローブが許容値を超えてしまう事も明らかとなった． 

また，k値が 1 または 3 の場合には，1°のビーム⽅向制御時に，許容値 0.01 mW/cm2以
下に収まっている．従って，ビーム⽅向制御の⾓度範囲が 1°以内であれば，メインローブ
電⼒含有率の⾼い k=3 が最適である． 
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図 3-28 励振誤差有/無の広い⾓度範囲でのビーム⽅向 0°におけるアレーファクタ⽐較 

 
k=3 の時には，第⼀サイドローブレベルは-22.83 dBであり，従来の 10 dB端切りガウス

分布の-22.28 dBよりも 0.55 dB低いため，約 0.01 mW/cm2 の低減ができる．また，グレー
ティングローブレベルはビームを⼤きく⾒積もって 1 度⽅向に制御したとしても-34.5 dB
であるため，許容数値の 0.01 mW/cm2 を下回る 0.008 mW/cm2 である． 
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よって，k=3 が最適な設計パラメータとなり，この時のメインローブ電⼒含有率は
98.5 ％である．この 98.5 ％という数値は，理想的な 10dB 端切りガウス分布の 98.7 %に
対して 0.2 ％だけ低い値である． 

 

 
図 3-29 ビーム⽅向 1,2,3°かつ k=1,2,3 での広い⾓度範囲のアレーファクタ計算結果 

 
3.4.2 送電対象地域の想定とビーム⽅向制御に関する考察 

次に，受電アンテナの位置を想定した際のビーム⽅向制御について考察を⾏う．第 3 章 2
節 2項にて，ビーム⽅向制御時の特性について述べたが，その際のビーム⽅向制御は，送電
アンテナ正⾯からビーム⽅向を制御することを考えた．ここでは，送電対象地域となる受電
アンテナ⽅向を基準⽅向として，ビーム⽅向を制御した際の特性について考察を⾏う． 

概念図を図 3-30 に⽰す．静⽌軌道（⾼度 35786km）上の SSPS 送電アンテナから，東京
（北緯：35.68944°）を想定した受電アンテナにマイクロ波送電を⾏うことを考える．この
時，SSPS 送電アンテナは形状の変化しない⼀枚の板と仮定し，地⼼⽅向に垂直な姿勢で安
定していると仮定する．また，地球は半径 6371kmの球を仮定する． 
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表 3-8 励振誤差無しでのグレーティングローブが地上に作る電⼒密度 

k 値 ビーム⽅向 
[deg] 

グレーティングローブ 地上において 
⾓度 レベル レクテナ中⼼か

らの距離 
電⼒密度 

[deg] [dB] [km] [mW/cm2] 

1 

0 N/A N/A N/A N/A 
1 -79 -44.9 353.4 0.001 
2 -75 -40 347.7 0.002 
3 -71.3 -36.7 341.0 0.005 

2 

0 N/A N/A N/A N/A 
1 -79 -33.3 353.4 0.011 
2 -74.6 -27.5 347.1 0.041 
3 -71.3 -24 341.0 0.092 

3 

0 N/A N/A N/A N/A 

1 
-40.2 -34.5 232.4 0.008 
43.1 -35 246.0 0.007 

2 
-38.9 -28.5 226.1 0.032 
44.4 -29.4 251.9 0.026 

3 
-37.7 -25.1 220.2 0.071 
45.8 -26.1 258.1 0.056 

 
上記の仮定の下では，図 3-30 の①に⽰した地⼼̶SSPS 送電アンテナ̶東京の成す⾓度

は，約 5.74°となる．また，図 3-30 の②に⽰すように SSPS 送電アンテナの南北摂動を±
10°と仮定すると，その際のビーム⽅向制御範囲（図 3-30 の左側⻘⽮印）は，−1.40〜
+1.15°となる． 
従って，ここでは表 3-9 に⽰すように，5.74°の送電⽅向と−1.40〜＋1.15°の⽅向制御

を⾏った際の位相分布及びアレーファクタ特性を考察する． 
本項では以下の順で述べる． 
i) 想定しているアレー構成について 
ii) 第 3 章 2節 2項と本項での位相分布の相違 
iii) 第 3 章 2節 2項と本項でアレーファクタの相違 
まず本⼿法で想定しているアレー構成は，図 3-31 に⽰すように 3種類ある．それぞれで

構成可能な位相分布が異なる． 
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図 3-30 送電対象地域とビーム⽅向制御の関係 

 
表 3-9 第 3 章 2節 2項と本項の想定するビーム⽅向制御の違い 

 送電⽅向 制御範囲 
第 3 章 2節 2項 0° 0〜10° 
本項 5.74° −1.40〜＋1.15° 

 
1 つ⽬に図 3-31(a)は第３章２節２項で想定していた⼀般的なサブアレー化アレーの構

成である． 
２つ⽬に図 3-31(b)のように，サブアレー化を⾏う分配回路の電気⻑をアンテナ素⼦毎

に変化させることで，サブアレー内の位相分布を 5.74°の送電⽅向に適切な形にすること
が出来る．この⽅法では，分配回路は本⼿法で提案している各領域内にて単⼀種類で良いた
め，低コストでの開発が可能という優位性を維持している．また，−1.40〜＋1.15°の⽅向
制御時には，アンプ前段の移相器を⽤いてビーム⽅向を制御する． 

3つ⽬に図 3-31(c)に⽰したようにアンテナ素⼦毎に移相器を接続する⽅法もある．この
⽅法は⾮サブアレー化アレーを表しており，アンテナ素⼦の位相を個々に制御できるため，
等位相⾯を送電⽅向に向けた際の位相誤差が発⽣しない．しかし，アンテナ素⼦数と同等の
移相器が必要となるため，低コストでの開発は困難である．また，アンプとアンテナ間に挿
⼊する必要があるため，低損失の移相器が必須となる． 
これらの構成での位相分布を図 3-32 に⽰す．図 3-32 に⽰したとおり，図 3-31(c)の構

成は位相が直線状に分布するため位相誤差はない．⼀⽅で図 3-31(b)の構成は 5.74°で等
位相⾯を作るため，5.74＋1.15°にビーム制御した際には，1.15°⽅向制御の分だけ位相誤
差が⽣じる．従って，本項では図 3-31(b)の構成について考察を⾏う． 

第 3 章 2節 2項の構成と図 3-31(b)の構成でのアレーファクタを⽐較する．第 3 章 2節
2 項の構成は 0＋1.40°に⽅向制御を⾏った際のアレーファクタを計算し，図 3-31(b)の構
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成は 5.74+1.40°に⽅向制御を⾏った際のアレーファクタを計算した．計算したアレーファ
クタのメインローブ⽅向が 0°に合う様に⾓度⽅向をオフセットし，両者を⽐較できるよう
にした図を図 3-33，図 3-34 に⽰す．図 3-33，図 3-34 より，各サイドローブの位置は異
なるが，各サイドローブの⾼さは等しいことが分かる．図 3-33 の結果を⽤いて計算したメ
インローブ電⼒含有率（MCR）は，第 3 章 2節 2項の構成と図 3-31(b)の構成で，どちら
も 97.6%で⼀致した． 
このことから，MCRは受電アンテナの位置にほとんど依存せず，ビーム⽅向の制御範囲

によってのみ影響を受けることが確認できた．従って，図 3-7 で⽰したビーム⽅向制御範
囲とMCRの関係から最適な k 値を決定するという⽅法は依然として有効である． 

 

 
  (a) 第３章２節２項の構成       (b) 分配回路の電気帳で調整        (c)移相器で調整  

図 3-31 想定しているアレー構成 

 

 
図 3-32 第 3 章 2節 2項の構成と図 3-31(b, c)の構成での位相分布（5.74＋1.15°の場合） 

 

(b) 分配回路の電気⻑で調整 (c) 移相器で調整a) 第３章２節２項の構成

Fig.3-31(a)
Fig.3-31(b)
Fig.3-31(c)
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図 3-33 第 3 章 2節 2項の構成と図 3-31(b)の構成でのアレーファクタ⽐較（±90°範囲） 

 

 
図 3-34 第 3 章 2節 2項の構成と図 3-31(b)の構成でのアレーファクタ⽐較（±1.5°範囲） 

 
次に第３章２節２項の構成と図 3-31(b)の構成の両⽅で，ビーム⽅向を 5.74+1.15°に⽅

向制御した場合について考察する．この時の位相分布は図 3-32 の⿊と⾚のプロットである．
従って，第３章２節２項の構成が図 3-31(b)の構成よりも，理想的な位相との誤差が⼤きい
ため，サイドローブ上昇が⼤きいことが予測される． 
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この時のアレーファクタ計算結果を図 3-35 に⽰す．図 3-35 では，第３章２節２項の構
成を⿊で，図 3-31(b)の構成を⾚で⽰している．図 3-35 を⾒て分かる通り，予測の通り第
３章２節２項の構成が図 3-31(b)の構成よりサイドローブが全体的に上昇していることが
確認できる． 

 

 
図 3-35 アレー構成の違いによるアレーファクタの違い 

 
この時のメインローブ電⼒含有率（MCR）の違いを理解するための図を図 3-36 に⽰す．

図 3-36 は横軸を等位相⾯からのビーム⽅向制御⾓度，縦軸をメインローブ電⼒含有率
（MCR）として SGINE法のMCRを図⽰したものである．図 3-36 中の①と②はそれぞれ，
図 3-31(b)の構成での⽅向制御⾓度（1.15°）と第３章２節２項の構成での⽅向制御⾓度
（6.89°）MCR である．この図が表しているのは，第３章２節２項の構成では等位相⾯が
正⾯（図 3-36 中の 0°）⽅向にあるため，6.89°の⽅向制御に伴い MCR が⼤きく低下す
る⼀⽅で，図 3-31(b)の構成では，等位相⾯（図 3-36 中の 0°）から 1.15°の⽅向制御を
⾏うため，MCRの低下は⼩さくて済むという事である． 
ここで補⾜として静⽌軌道上における南北摂動 10°の妥当性について考察を加える．静

⽌軌道における摂動の原因としては，以下４項⽬が挙げられる[43]．これらの合⼒として南
北及び東⻄の摂動が⽣じる． 
i) 地球重⼒場の⾮対称性 
ii) 太陽の潮汐⼒ 
iii) ⽉の潮汐⼒ 
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iv) 太陽輻射圧 
2004年に JAXAで検討されたモデルにおいて，南北摂動を 0.1°または 3°許容した場合

の軌道制御に必要な∆𝑉はそれぞれ，924 m/sと 769 m/sとされた1．また，東⻄摂動に必要
な∆𝑉は 1.4 m/sであると⽰されている[43]． 
従って南北摂動を 0.1°と仮定し 1年間の∆𝑉を50 m/sとすると，必要な軌道制御⽤燃料

質量𝑚«は，式(3.11)より 17トンと求まる． 

𝑚« = 𝑚] 1 − 𝑒𝑥𝑝 −
∆𝑉
𝑔 ∙ 𝐼®¯

 (3.11) 

このとき，𝑚]は SSPS の質量 10000トン，𝐼®¯は⽐推⼒ 3000秒を仮定した． 
従って，1 年当たり全質量の 0.17％を燃料として消費する事となる．本研究で提案する

SGINE 法を⽤いた場合には，この割合を更に⼩さくできる可能性があるため，⼤きな燃料
節約に繋がる可能性がある． 

 

 
図 3-36 アレー構成の違いによるメインローブ電⼒含有率の違い 

 
  

                                                
1 JAXA名誉教授 佐々⽊進先⽣からの情報提供より 

① ②
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第4章	実証実験による提案⼿法の有効性検証 

4.1 実証実験の⽬的と概要 

第 3 章において，理想的な条件下でのアンテナ特性をシミュレーションし，⼗分に本研
究で提案しているアレー設計⼿法が有⽤であることを確認した．本章では，提案⼿法を実証
するために⾏った実験（以下，実証実験）について述べる．実証実験では，「提案⼿法が分
配回路において減衰や誤差のある実際のアレーアンテナにおいても，有効であることを確認
する事」を⽬的とした． 

実証実験の検証項⽬として，以下の 3つを設定した． 
i) 実証実験⽤アレーアンテナの振幅位相を測定し，理論値と⼀致しているか 
ii) 放射パターンを測定し，メインローブ幅とサイドローブレベルが理論値と⼀致してい

るか 
iii) 位相によってメインローブ⽅向を制御した際，メインローブ幅とサイドローブレベル

が，理論値と⼀致しているか 
実証実験に際して⾏った各種測定をその⽬的，実施した項⽬，測定環境，記載項番号をま

とめて表 4-1 に⽰す．以降では，実験装置および測定装置，位相調整⽅法を述べた後に，各
測定試験について述べる．また，第 4.7節では第 4.8節の実験に関する予測シミュレーショ
ンについて述べる． 

 

4.2 実験装置および測定装置 

本実験ではアレーアンテナを⽤いたため，アレーアンテナを構成する素⼦アンテナ，オー
プンスタブを⽤いたインピーダンス調整回路，アレー状に設置するための治具（アレー化架
台）について順に述べる．また，測定装置であるネットワークアナライザ，電波無響室，近
傍界測定装置についても述べる．分配器を含む伝送線路，及びその時の振幅位相分布は各試
験・実験によって異なるため，各試験・実験の節にて個々に述べる． 

 
4.2.1 素⼦アンテナ 

本実験で⽤いる素⼦アンテナには，アンテナ回転による位相調整という⽅式（4.3節にて
詳述）を採⽤したため，その際の振幅変化を⼩さく抑えるために，低軸⽐が要求された．ま
た，提案⼿法の適⽤性を評価するためには，各領域において 2 サブアレー以上必要であるこ
とがシミュレーションにおいて確認されたため，44 素⼦の量産可能な素⼦アンテナが必要
となった． 
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表 4-1 実証実験で⾏った各種測定とその⽬的 

⽬的 実施項⽬ 環境 記載先 
設計製作した 
   アンテナが 
     使えるか確認 

素⼦アンテナの S11 測定 ネットワー
クア ナ ラ イ
ザ 

4.2節 

素⼦アンテナの 
・放射パターン測定 
・軸⽐測定 

電波無響室 4.4節 

提案分布を実現できるか確認 分配回路の透過特性測定 ネットワー
クア ナ ラ イ
ザ 

4.5節 
アレー化でアンテナ特性が 
    劣化しないか確認 

アレーの反射係数測定 

設計製作した架台で 
  アレー化出来るか確認 

アレー化治具組み⽴て試験 N/A 

アンテナ回転による 
   位相変化機能の確認 

アンテナ回転時の位相測定 電波無響室 4.3節 

2 素⼦アレーの 
   放射パターン測定 

分配回路で電⼒分布を 
 付けられることを確認 

8 素⼦アレーの 
 放射パターン測定 

4.6節 

実証実験の結果予測 44 素⼦アレーのシミュレーシ
ョン 

N/A 4.7節 

提案分布での特性を実証 44 素⼦アレーの測定 
・電⼒分布 
・放射パターン 

近傍界 
 測定装置 

4.8節 

 
そこで量産可能な構造であり，低い軸⽐を有するアンテナ[44]として，円形マイクロスト

リップアンテナを採⽤した． 
本実験のために設計・製作した円形マイクロストリップアンテナの外観を図 4-1 に⽰す．

アンテナ⽤基板には Arlon社製 DiClad880（誘電体厚 0.4mm）を⽤い，図 4-2 に⽰すアン
テナ各部の各⼨法は CST Microwave Studio を⽤いた電磁界解析を⾏った結果から決定し
た． 
図 4-3 に試作したアンテナのインピーダンス測定時のスミスチャートを⽰す．周波数
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5700MHz付近においてスミスチャート上において円形の軌跡を持っていることから円偏波
を有していることが推測できる．しかし，インピーダンスの実部が約 125Ωと⼤きいことか
ら，インピーダンス調整回路が必要なことが明らかになった． 

 

  
    (a) シミュレーションモデル                   (b) 実際のアンテナ 

図 4-1 円形マイクロストリップアンテナの外観 

 

 
図 4-2 円形マイクロストリップアンテナの各⼨法（⼨法はmm） 

 

誘電体

放射素⼦

固定ネジ

9.81

20

4.26

45°

17.1

45°

φ0.75(SMA)

φ3.1(ネジ⽳)
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図 4-3 アンテナ単体（インピーダンス調整回路なし）のスミスチャート 

 
4.2.2 インピーダンス調整回路 

インピーダンス調整回路として，図 4-4 に⽰すようにアンテナ裏⾯ SMA コネクタに T
型 SMAアダプタを接続し，⼀⽅に開放型スタブ，もう⼀⽅を分配回路に接続することで分
配回路から⾒たインピーダンスを整合した． 
開放型スタブは，その物理的⻑さを変更することでインピーダンスを変化させることが

出来る[45]．図 4-4 の構成で，開放型スタブの⻑さを変更しながら反射係数を測定するこ
とで，最適なスタブ⻑を決定した．開放型スタブは図 4-5 に⽰すように全⻑約 38ｍｍであ
る．この⻑さは，コネクタ端部から開放⾯までを 28.0 ± 0.24 mm で製作した際の全⻑で
ある．コネクタは動作可能な構造であったため，コネクタ端部から開放⾯までの⻑さを基準
とした． 

インピーダンス調整回路を接続した状態でのアンテナのインピーダンス測定時のスミス
チャートを図 4-6 に⽰す．周波数 5700MHz 付近においてスミスチャート上において円形
の軌跡を持つことから円偏波特性は維持しており，なおかつインピーダンス実部を約 63Ω
と⼩さくすることができた．このときの反射特性は図 4-7 に⽰すように約-17.8dB を確保
しているため，図 4-4 に⽰したアンテナの⼊⼒ SMA コネクタに⼊⼒された電⼒の約 98％
が空間に放射される事となる． 
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図 4-4 インピーダンス調整回路を含んだアンテナの外観 

 

 
図 4-5 開放型スタブの外観 
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図 4-6 アンテナ単体（インピーダンス調整回路あり）のスミスチャート 

 

 
図 4-7 アンテナ単体（インピーダンス調整回路あり）の反射特性 

 
4.2.3 アレー化治具 

実証実験で必要なアレーアンテナの要求仕様として，以下の 6つを設定した． 
・	出⼒電⼒の異なる領域 3つ以上を有する 
・	各領域で 2 サブアレー以上を有する 
・	近傍界測定装置を⽤いた測定において，±15°の測定が可能な⼤きさ 
・	各アンテナ素⼦の振幅誤差 RMS が 1/3dB(8.6%)以下 



 85 

・	各アンテナ素⼦の位相誤差 RMS が 10 deg以下 
・	±15°の範囲内で素⼦アンテナの放射パターン誤差が 1dB以下 

 
上記の制約のもと，約 2m の 1 次元アレーアンテナを採⽤し，実験設備は後述する京都

⼤学⽣存圏研究所の宇宙太陽発電所実験棟（SPSLAB）を選んだ．約 2mのアレーアンテナ
は実際の SSPS で検討されている 1km よりも⼩さいが，提案⼿法の実証という⽬的におい
ては，この⼤きさで⼗分であると考えた． 

アレーアンテナを構成するには，物理的にアレーを構成するための架台と，電気的に接続
するための分配回路が必要となる．アレーアンテナ架台には図 4-8，図 4-9 に⽰すような
アルミ板に⽳を開けた構造を⽤意し，そこに円形アンテナを嵌め込む形で設置することで実
現した．このとき，アンテナ素⼦間隔はアンテナ個々の回転時に⼿指を⼊れる隙間を確保し
た上で出来るだけ⼩さくした結果，44mm（約 0.85波⻑）とした．また全素⼦数は 44 素⼦
であり，左右対称な構造とした． 

アンテナ 1 素⼦ごとを回転可能な状態で固定するための治具として，図 4-10 に⽰す段付
きの回転ホルダーを設計，製作した．段付きの内径がアレーアンテナ架台に空いた⽳よりわ
ずかに⼩さくすることで，回転と固定が可能となっている．回転ホルダーは，裏⾯から図 
4-11 に⽰すように化粧ネジ 3 本を⽤いて固定した．アンテナの回転ホルダーへの固定には
電磁波放射⾯ということから⾦属が使えず，放射素⼦から出来るだけ離す必要があった．そ
のため，ガラス繊維強化ポリアミド製のネジ頭の低いボルトを採⽤し，アンテナへの影響を
できるだけ⼩さくした． 

 

 
図 4-8 アレーアンテナ架台の設計モデル 

 

⾦属プレート

分配器置き場

アンテナ素⼦
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図 4-9 実際のアレーアンテナ架台 

 

 
図 4-10 素⼦アンテナ⽤回転ホルダー 

 

 
図 4-11 素⼦アンテナ⽤回転ホルダーの固定（裏⾯） 
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4.2.4 測定装置 
本研究の実証実験に際して⽤いた測定装置は 3つあり，１つは i) ネットワークアナライ

ザ，2 つ⽬は ii) 遠⽅界放射パターン及び軸⽐の測定装置，3 つ⽬は iii) 近傍電磁界の測定
装置である．この節では，測定装置それぞれについて説明する． 

 
i) ネットワークアナライザ 
この装置（型番：Hewlett Packard 8722D）は，宇宙航空研究開発機構（JAXA: Japan 

Aerospace Exploration Agency）宇宙科学研究所の⽔野研実験室に設置されており，図 4-12
に⽰すように，２ポートで⼊出⼒が可能な形式である． 

反射係数測定の際にはポート 1 のみを利⽤し，透過特性測定時には 2 つのポートを利⽤
した．校正は付属の校正キットを⽤いて SOLT（Short, Open, Loss, Thru）⽅式で⾏った． 

 

 
図 4-12 ネットワークアナライザの外観 

 
ii) 遠⽅界放射パターン及び軸⽐の測定装置 
この装置は JAXA宇宙科学研究所の電波無響室に設置されており，図 4-13 に⽰す様に送

信側が回転台上に設置，受信側が約 17.4m 離れた位置に設置されている．放射パターン測
定時には回転台を回転させながら，受信電⼒を逐次記録する．また軸⽐測定時には，送受信
アンテナ⽅向を軸とした⽅向に，受信アンテナを回転させながら受信電⼒を逐次記録する． 

装置は，シグナルジェネレータ（型番：Agilent E8257D），ネットワークアナライザ（型
番：Agilent E8361C），回転ポジショナ（型番：NSI-MI MI-53050C）で構成されている． 

また，受信アンテナ回転には⾃動回転ステージ（型番：シグマ光機 SGSP-60YAW-0B）
を⽤いた． 
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図 4-13 JAXA宇宙科学研究所電波無響室の構成 

 
iii) 近傍電磁界の測定装置 
この装置は京都⼤学宇治キャンパスの⽣存圏研究所 SPSLABに設置されており，約 2.4m

×2.4m の範囲を⾛査しながら透過減衰，位相を測定することでアンテナの近傍電磁界測定
が可能である．また，測定した近傍電磁界から遠⽅界放射パターンを演算する機能も搭載さ
れているため，本実証実験に適した装置である． 

2mの測定対象アンテナの放射パターンを測定する際に，複数のサイドローブを含むため
には，⾓度範囲において±15 度の範囲が必要となったが，2.4mのスキャン範囲で最⼤で±
53 度範囲での測定が可能である． 

 

 
図 4-14 近傍電磁界測定装置の概観（[46]に加筆） 

送信アンテナ

回転台

受信アンテナ

測定プローブ
（導波管）

2軸移動ステージ

測定対象アンテナ
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装置の測定器にはネットワークアナライザ（型番：Agilent N5224B）が⽤いられている．
また測定プローブの導波管にはWR-187（周波数：3.95-5.85 GHz）を⽤いた． 
この近傍界測定装置での測定から解析までの流れを模式的に⽰すと図 4-15 のようにな

る．まず，測定プローブが存在する平⾯（プローブ平⾯）の電磁界を測定する．次に，測定
結果には測定対象アンテナとプローブの相互結合などが含まれているため，補正を⾏う．補
正後のデータをフーリエ変換することで放射パターンを，フーリエ変換と逆変換を⾏うこと
でアンテナ⾯の分布を得るという流れで解析が⾏われる． 

 

 
図 4-15 近傍界測定装置のデータ処理の流れ 

 
先ず遠⽅界放射パターンへの変換について述べる．遠⽅界放射パターンへの変換で⽤い

られる，⼀般的な 1 次元の離散フーリエ変換は式(4.1)で表せる． 

𝑊L± = 𝑤L𝑒
v2²�LL±

�

�vY

L�]

 (4.1) 

ここで，𝑤L，𝑊L±はそれぞれ変換前後の N 個の離散的なデータ，𝑛，𝑛³はそれぞれ 0~N の
データ番号である． 

遠⽅界放射パターンへの変換では，まずプローブ補正後の測定データ（測定位置）𝑥Lを式
(4.2)に代⼊し⾓度関数に変換する． 

𝑛𝑛³ =
𝑥L sin 𝜃

𝜆
 (4.2) 

その後，式(4.2)を式(4.1)に代⼊することで，式(4.3)の形で遠⽅界放射パターンが求まる． 
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𝑊L³,� = 𝑤L𝑒
v2²�
´� µ� ¶{w �

�vY

L�]

 (4.3) 

⼀⽅アンテナ⾯の振幅位相分布は，フーリエ変換と逆変換を⽤いることで求まる．式(4.3)
で求まった遠⽅界放射パターン𝑊L³,�を⽤いて，式(4.4)よりアンテナ⾯分布を求める． 

𝑤L±± =
1
𝑁

𝑊L³,�𝑒
2·�µ� ¶¸w �v¹´�

�vY

L³�]

 (4.4) 

ここで，𝑤L±±は変換後の振幅位相データであり，𝑛³³は変換後のデータ番号を表す．また，𝑊L³,�

は遠⽅界放射パターン𝑊L³,�の複素共役を表し，𝑧はプローブ平⾯とアンテナ平⾯の距離であ
る． 
この時の測定から演算までの誤差について以下に述べる．各数値の有効桁数を{N}と表記

する事とする． 
近傍界測定において，振幅位相は{4}，位置は{6}で測定できる．また，フーリエ変換にお

ける設定値として，観測⽅向θは{4}，波⻑及び周波数は{4}をそれぞれ設定できる．従って，
式(4.3)に各数値の桁数を表記すると，式(4.5)のようになる． 

𝑊L³,� = {4}𝑒
v2²�
{�}� {½} ¶{w{�}

�vY

L�]

 (4.5) 

総和𝛴の中は剰余算のみであるので有効桁数は 4桁となる．また総和の中はすべて有効桁
位が少数第 3 位であるため，桁落ちに注意して総和を⾏う事で式(4.5)の有効桁位は少数第
3 位となる．従って，放射パターンの有効桁位は少数第 3 位である．同様の計算を式(4.4)に
対して⾏うことで，アンテナ⾯の振幅位相分布の有効桁位を求めると，有効桁位は少数第 3
位となる． 

次に，実験結果からメインローブ電⼒含有率MCRを求める際の誤差について述べる．実
験におけるMCRは，測定した遠⽅界電界強度𝐹𝐹 𝜃 を⽤いて式(4.6)より求める事ができる． 

𝑀𝐶𝑅 𝜃  = 𝐹𝐹 𝜃 2

6fzLv}¿À¤

𝐹𝐹 𝜃 2

±� ½

 (4.6) 

ここで分⺟の総和範囲は±90°ではなく，実証実験における測定可能範囲である±30°と
した．総和範囲が±30°の場合と±90°の場合の差異は第 4 章 7節にて述べる． 

遠⽅界電界強度𝐹𝐹 𝜃 は上述のフーリエ変換によって得られた値であるため，有効桁位は
少数第 3 位であり，有効桁数は 4桁である．総和𝛴を⾏う前に絶対値を取っているため，総
和において桁落ちは発⽣せず，MCRの有効桁位は少数第 3 位であり，有効桁数は 4桁であ
る． 
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近傍界測定装置を⽤いた近傍電磁界測定およびフーリエ変換による放射パターン解析の
測定精度を個別に出すことは⾮常に困難であると⾔われている．これは測定室の壁⾯反射や
被測定アンテナとプローブ間の反射成分等の測定環境により誤差が異なるため、様々なエラ
ー要因を含めて解析する必要があることに起因する．また，測定室の温度変化によっても測
定誤差が異なることが過去に⽰されている[47]． 

本研究で⽤いた SPSLABに設置されている NSI 製近傍界測定装置の精度に関しては，⼀
般にピーク利得で±0.5dB，−20dB サイドローブに対して±1dB 程度であると⾔われてい
る．また直接，遠⽅界放射パターンを測定した場合と⽐較して，−30〜−35dBサイドロー
ブに対して 1〜2.5dBの誤差があるという報告もなされている[48]． 

 

4.3 位相調整⽅法 

実証実験でのアレーアンテナには，各アンテナ素⼦の位相ばらつきを補正するためや，ビ
ーム⽅向を制御するために，位相を調整する機能が要求される．本節では，実証実験で採⽤
した「円偏波アンテナの物理的回転を利⽤した位相調整⽅法」について述べる．この⼿法は，
JAXAの⽔星探査機「みお」搭載の⾼利得アンテナ[49]における製作誤差の調整や三菱電機
のアレーアンテナ[50]におけるビーム制御にも採⽤されている⽅式であったため，実績は⼗
分であると考え，実証実験でも採⽤した． 

本⼿法を採⽤するための条件として，最終的に⾏う 44 素⼦アレーアンテナの結果予測シ
ミュレーションを⾏った．振幅及び位相に誤差を含めて計算を⾏ったところ，放射パターン
のメインローブ幅，サイドローブレベルが理論値とよく⼀致するためには，下記条件が必要
である事が分かった． 
・	振幅誤差 RMS：1/3dB(8.6%)以下 
・	位相誤差 RMS：10 deg以下 

本⼿法は，図 4-16 に⽰すように円偏波アンテナの取り付け⾓度（取り付け位相とも⾔う）
を変えた際，放射される電磁波の電気的な位相が変化する事を利⽤するものである．本⼿法
を採⽤するに当たり，以下の 3項⽬が課題となった．以降ではそれらを順に述べる． 

4.3.1 アンテナの回転及び設置の精度 
4.3.2 アンテナ回転による位相変化の直線性 
4.3.3 アンテナ回転時の利得変化 
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a) 取り付け⾓度 0°    b) 取り付け⾓度 45° 

図 4-16 円偏波アンテナの取付⾓度による位相変化 

 
4.3.1 アンテナの回転及び設置の精度 

アンテナの設置，回転，及び固定は⼿指で⾏う．図 4-17 のように⾦属製のアレー架台に
放射状の円形チャート⽤紙（型番：SAKAE A4-丸 2）を貼り付け，1 deg毎の線に合わせて
アンテナを回転固定した．そのため，その精度は約 1 degである． 

 

 
図 4-17 アレー架台に貼り付けた円形チャート⽤紙 
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4.3.2 アンテナ回転による位相変化の直線性 
アンテナを回転設置した状態でも回転⾓度と電気的な位相の関係が直線的でないことが

予想された．そこで，ii)遠⽅界放射パターン及び軸⽐の測定装置を⽤いて，アンテナ回転時
の位相変化を測定した．実験⽤アンテナを回転台の上で固定し送信側とし，受信アンテナ⾓
度を回転させた時の位相を測定した．その結果を図 4-18 に⽰す．受信アンテナを 0 degか
ら 180 degまで回転させた時の位相変化は約 40 degから約−142 degであった．この時，
理論値との誤差を位相誤差として求めたところ，−12 degから 8 degの 20 degの範囲であ
った． 
この誤差がある場合でも，アレーとした場合の全アンテナ素⼦の位相を測定後に，アンテ

ナ回転を⾏い，再位相調整を⾏うことで，位相誤差を⼩さくすることが出来るため，問題な
いとした．理由としては，アンテナの回転及び設置の精度が約 1 degと位相誤差に対して⼗
分に⼩さいためである． 

 

 
図 4-18 アンテナ設置⾓度と実際の電気的位相，またその位相誤差 

 
4.3.3 アンテナ回転時の利得変化 

44 素⼦アレーアンテナの予測シミュレーションにおいて，素⼦アンテナの「円偏波特性
の評価値である軸⽐が 1/3dB(8.6%)以下である」必要があった．そこで，ii)遠⽅界放射パタ
ーン及び軸⽐の測定装置を⽤いて，軸⽐を測定した．この時，アンテナ単体をアレー架台に
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付けない状態，アレー架台に付け他のアンテナを排除した状態，アレー架台に付け他のアン
テナも設置した状態，の 3状態で測定を⾏った．結果である偏波円を図 4-19 に⽰し，軸⽐
の値を表 4-2 に⽰す．アレー架台に設置することで偏波円が歪み，他アンテナを設置する
ことで更に歪むことを確認した．この理由として，以下の 3つが考えられる． 
i) 周辺⾦属での反射 
ii) 近隣アンテナとの相互結合，カップリング 
iii) アレー架台の縦横⽐がことなる 
まず i)は，アンテナから放射された電磁波のうち，偏波⾯の違いによって，アレー架台と

回転ホルダーで反射される成分が異なる事が考えられる[51]． 
次に ii)は，アンテナ素⼦同⼠が 1波⻑以下の距離で並んでいることに起因する．あるア

ンテナが励振した際に，それに隣接するアンテナにも位相が遅れた状態で励起されることを
シミュレーション上で確認した．さらに，その隣接アンテナで励起された電磁波が再放射す
ることで，最終的にはアンテナ 1 素⼦のみに給電しても，放射電磁波は複数アンテナ素⼦の
合成電磁波として扱わなければならない． 
最後に iii)は，アレー架台のサイズが横 2m に対して，縦 0.2m である事により，反射す

る偏波成分が異なることが考えられる． 
これらが複合的に影響し合った結果，図 4-19 の測定結果となったと考えている．図 4-19

での横⽅向成分の偏波は周囲状況によって殆ど変化していないことから，影響をあまり受け
ていないことが分かる．対して図 4-19 の縦⽅向成分の偏波は，周囲状況によって約 3dB変
化している． 
結果として，実際のアレーアンテナの状態（アレー架台有り，他アンテナ有り）では，軸

⽐が 4.9dBとなり，直線偏波で測定することが適さないことが判明した．そのため実証実験
では，円偏波による測定を⾏うこととした．円偏波の測定には，垂直及び⽔平の 2偏波で振
幅位相分布や放射パターンを測定し，式(4.7)を⽤いて円偏波での値に合成する⽅法を採⽤
した． 

𝐸Áz�Á. = 𝐸Y2 + 𝛦22 (4.7) 

𝐸Áz�Á. ：円偏波での電界強度  

𝐸Y ，𝛦2  ：直交する 2偏波の電界強度  
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図 4-19 素⼦アンテナ単体の軸⽐（偏波円） 

 
表 4-2 実験で確認した素⼦アンテナ単体の軸⽐ 

条件 軸⽐ [dB] 
アレー架台なし 1.9 
アレー架台あり，他ANTなし 3.7 
アレー架台あり，他ANTあり 4.9 

 
4.3.4 まとめ 
従って，アンテナ回転による位相調整⽅法を採⽤するための条件であった下記 2 条件に

対して， 
i) 振幅誤差 RMS が 1/3dB(8.6%)以下 
ii) 位相誤差 RMS が 10 deg以下 
円偏波での測定と⾼精度のアンテナ回転設置を⾏うことで，本⼿法を採⽤するに妥当で

あると判断した． 
 

4.4 アンテナ素⼦単体の特性測定 

本測定試験は「44 素⼦アレーの測定範囲（±15°）における，素⼦アンテナ単体の放射
パターンの振幅誤差を測定が 1dB 以下の誤差で⼀致する」ことを確認するために⾏った．
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この評価基準は，第 4 章 7 節で述べる 44 素⼦アレーアンテナの放射パターン解析におい
て，アンテナの振幅誤差を標準偏差 3σで 1dB以内に収める事で達成できる条件である． 

アンテナ単体をアレー架台に付けない状態，アレー架台に付け他のアンテナを排除した
状態，アレー架台に付け他のアンテナも設置した状態，の 3状態で遠⽅界放射パターン及び
軸⽐の測定装置を⽤いて放射パターン測定を⾏った．結果を図 4-20，図 4-21，図 4-22 に
⽰す．図 4-20 に⽰した，アレー架台に付けない状態では設計と実際のアンテナはとても良
く⼀致しており良好な設計ができた．図 4-21，図 4-22 に⽰したように，アレー架台に設
置した状態でも他アンテナの有無に関わらず，44 素⼦アレーを構成した際に測定範囲とな
る±15 度の範囲において約 0.6dB（13%）の誤差で⼀致する結果となった．製作したアンテ
ナは設計仕様に⼗分近く，誤差 1dB未満の条件を満⾜していることが確認された． 

 

 
図 4-20 素⼦アンテナ単体（アレー架台なし）の放射パターン 
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図 4-21 素⼦アンテナ単体（アレー架台あり，他アンテナなし）の放射パターン 

 

 
図 4-22 素⼦アンテナ単体（アレー架台あり，他アンテナあり）の放射パターン 

 

4.5 アンテナのアレー化試験 

この節ではアンテナをアレー化する際に，予測される課題 3 つに対して⾏った試験につ
いて述べる． 

-20

-15

-10

-5

0

5

-90 -45 0 45 90

振
幅

[d
B]

⾓度 [deg.]

計算_アレー架台あり，他ANTなし

実験_アレー架台あり，他ANTなし

-20

-15

-10

-5

0

5

-90 -45 0 45 90

振
幅

[d
B]

⾓度 [deg.]

計算_アレー架台あり，他ANTあり

実験_アレー架台あり，他ANTあり



 98 

 
4.5.1 分配回路の透過特性測定 
この試験は「電⼒分配器と RF ケーブルを⽤いた回路で提案分布を実現できるかの確認」

を⽬的に⾏った．図 4-9 に⽰した 44 素⼦アレーアンテナの構成において，各素⼦アンテナ
に接続する電⼒分配回路の構成は図 4-23 に⽰す様に 2 分配器，4 分配器，8 分配器を⽤い
て 3種類の出⼒電⼒でアンテナが励振するように設計した．ここで，出⼒電⼒を理想的な分
布に近づけるため，1dBのアッテネータを中央の 8 分配器前段に装荷した．また，図 4-24
に⽐較⽤の⼀様分布での構成を⽰す． 

素⼦アンテナの代わりに終端器を接続し，ネットワークアナライザを⽤いて 44 素⼦分の
経路の透過特性を測定した．測定結果を理論値とともに図 4-25 に⽰す．結果として，電⼒
分布は理論値とよく⼀致しており誤差 RMSは，⼀様分布で 2.3％，提案分布で 3.4％であっ
た． 

 

 
図 4-23 提案電⼒分布を実現する電⼒分配器の構成 

 

toネットアナ
素⼦間隔：44mm間隔（0.85λ）
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図 4-24 ⼀様電⼒分布を実現する電⼒分配器の構成 

 

 
図 4-25 有線での電⼒分布測定結果 

 
4.5.2 アレーアンテナの反射係数測定 
この測定試験は「アンテナをアレー化した際に，素⼦間の相互結合やアレー架台での反射

の影響でアンテナ特性が劣化しないか」を確認することを⽬的とした．実証実験では，電⼒
分配器を多段接続している．電⼒分配器の出⼒側からアンテナを⾒たインピーダンス（出⼒
側インピーダンス）の影響を受けにくいウィルキンソン型を採⽤しているが，出⼒側インピ
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ーダンスが S11 で−10dBよりも⼤きくなると電⼒分配器の分配⽐が崩れてしまう．そのた
め，アンテナをアレー化した状態でも S11 が−10dB以下であることを確認するために 4 素
⼦のサブアレーを構成し，S11 を測定した． 

測定の結果，S11 が−10dB以下であることを確認し，問題ないと判断した． 
 

4.5.3 アレー化治具組み⽴て試験 
この試験は，「設計製作した架台でアレー化出来るか」を確認するために⾏った．結果と

して，図 4-26 に⽰すように組み⽴て，アンテナの固定，分配回路の接続を確認できた． 
 

 
a) 全体 

 
b) 分配器と RFケーブルの接続 

図 4-26 アレー化架台の組み⽴て試験 
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4.6 アレーアンテナ遠⽅界測定実験（８素⼦） 

44 素⼦アレーアンテナで実験を⾏う前に，実験装置全体の確認のため，⼩規模なアレー
アンテナで実験を⾏った．下記 2つの事柄を確認する事を⽬的に，8 素⼦のアレーアンテナ
を構成し，遠⽅界放射パターン及び軸⽐の測定装置を⽤いて実験を⾏った． 
i) 電⼒分布を付加することでサイドローブ特性が理論値と同等であること 
ii) 電⼒分布の付加をつけてもビーム⽅向制御が可能であること 
8 素⼦のアレーアンテナは図 4-27 に⽰す様に，アレーアンテナ架台に 8つだけアンテナ

を設置して構成した．電⼒分配器の構成は図 4-28 に⽰すように，3段分布と⼀様分布の構
成とした．この時の電⼒分布をネットワークアナライザで測定した結果を図 4-29 に⽰す．
実験値は分配器や RFケーブルの損失の影響で，理論値よりも低い値になっているが，電⼒
分布を付けることが出来たため，この構成で実験を⾏った．実験結果と理論計算結果を⽐較
することで，実験装置が問題なく動作しているか検証を⾏った． 

 

 
図 4-27 8 素⼦アレーアンテナの外観 
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a) 3段分布の分配構成  b) ⼀様分布の分配構成 

図 4-28 8 素⼦アレーアンテナの電⼒分配構成 

 

 
図 4-29 8 素⼦アレーアンテナの電⼒分布 

 
⼀様分布での 0°⽅向指向時，3段分布での 0°⽅向指向時，3段分布での-10°⽅向指向

時，それぞれの放射パターンを理論値とともに図 4-30，図 4-31，図 4-32 に⽰す．これら
は⽔平偏波と垂直偏波での放射パターンを測定し，直交 2 偏波の値から円偏波での値を式
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(4.7)より合成した値である．また，3 条件で測定した放射パターンから特徴的な数値を抽出
したものを表 4-3 にまとめた． 
図 4-30，図 4-31，図 4-32 より，電⼒分布の実装によりサイドローブが低減できている

事，ビーム⽅向が制御できている事が分かる．表 4-3 より，メインローブ幅(-3dB)は 0.3deg，
メインローブ幅(-6dB)は 0.9deg の誤差で⼀致している．また第⼀サイドローブレベルは正
⾯⽅向指向時には，0.6dB以下の誤差でよく⼀致している．−10°指向時には，2dBの誤差
となっている．この誤差は，ビーム⽅向制御時にアンテナ設置⾓度の素⼦間相対値が⼤きく
なる事が原因だと考えている．隣り合う素⼦同⼠の相対設置⾓度が⼤きくなると相互結合の
強さが変化し，その結果としてアンテナ素⼦の放射パターンや利得が変化することが原因だ
と考えている． 
表 4-3 に⽰した特徴値は，全て±15 度の範囲に含まれており，44 素⼦アレーアンテナで

の放射パターン測定範囲においても，これらと同等の誤差が含まれることが予測される． 
 

 
図 4-30 ⼀様分布 8 素⼦アレーアンテナの放射パターン 
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図 4-31 ３段分布 8 素⼦アレーアンテナの正⾯⽅向指向時の放射パターン 

 

 
図 4-32 ３段分布 8 素⼦アレーアンテナの-10°⽅向指向時の放射パターン 
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表 4-3 8 素⼦アレーアンテナの放射パターン各種特性 

分布 
実験 / 
理論 

メインローブ幅 
(-3dB) [deg] 

メインローブ幅 
(-6dB) [deg] 

第⼀サイドロー
ブレベル [dB] 

⼀様分布 
正⾯ 

理論 7.4 10.0 -15.0 
実験 7.5 10.5 -14.4 

３段分布 
正⾯ 

理論 9.8 13.8 -18.0 
実験 9.5 13.0 -17.5 

３段分布 
-10° 

理論 9.3 13.9 -14.5 
実験 9.5 13.0 -16.5 

 

4.7 44 素⼦アレーを⽤いた実証実験の予測シミュレーション 

実証実験における達成条件を設けるために，結果の予測シミュレーションを⾏う．シミュ
レーションの結果（以下「計算値」）と実験結果がどれだけ⼀致していればよいかの条件を
設ける． 
ここでは実証実験で⽤いたのと同様の，周波数 5.7GHz，44mm間隔で 44 素⼦を直線状

に配置した約 2m のアレーアンテナを⽤いる．アレーの構成は図 4-23，図 4-24 に⽰した
ものを想定し，各アンテナ素⼦の振幅と位相の誤差には，第 3 章 2 節 4 項で述べた
DOE/NASAの検討書[2] pp.27 に記載の数値を想定した．従って，振幅の許容誤差が１dB，
位相誤差 RMS が 10°である． 

実証実験で実際に⽤いた RF 電⼒分配器の１つ（ZX10-2-622-S+）においても，周波数
2.9GHz ~ 6.2GHzで挿⼊損失 0.9 〜 1.5dB，位相不均等さ 9.0deg，振幅不均等さ 0.3dBと
ある．従って，振幅は(1.5 ‒ 0.9) + 0.3 = 0.9dB，位相は 9.0degのバラつきを有しているこ
とが分かる． 
上記から振幅誤差と位相誤差は過去の検討においても，実際の部品においても同等の値

である事を確認したため，振幅誤差と位相誤差をそれぞれ以下のように設定し，解析を⾏う． 
i) 振幅誤差𝑤L_¤��：標準偏差 1/３ dBのガウス分布ランダム誤差 
ii) 位相誤差𝜙L_¤��：標準偏差 10 deg.のガウス分布ランダム誤差 
ここで，振幅の許容誤差は 3σとして考えたため，標準偏差（1σ）は 1/３ dBを設定し

た． 
ビーム⽅向を 0°，5°，10°にそれぞれ設定し，アレーファクタをそれぞれ 10 回ずつ

計算した．また誤差を含まない条件の計算も⾏った．誤差を含まない条件で AF計算を⾏っ
た結果の各種特性を表 4-4 に⽰す．また各 AF計算結果からメインローブ電⼒含有率MCR
を式(4.8)より計算した結果を表 4-5 に⽰す．この時 MCR の計算には±90°の範囲ではな
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く，測定可能範囲である±30°の範囲を⽤いた． 

𝑀𝐶𝑅 𝜃  = 𝐴𝐹 𝜃 2

6fzLv}¿À¤

𝐴𝐹 𝜃 2

±� ½

 (4.8) 

MCRの±90°に対する値と，±30°に対する値を，それぞれ誤差を含まない条件で計算
したものを図 4-33 に⽰す．±30°範囲に対する MCR（図 4-33 中の＋印）は±90°範囲
に対するMCR（図 4-33 中の×印）よりも⾼い値を持つことが分かる．これは，−90°~−
60°と+60°~+90°に含まれるサイドローブが式(4.8)の分⺟から排除されたことによって，
⽣じた差異である．そのため，ビーム⽅向を 10°とした結果では，⼀様分布で 4％，提案分
布で 5.7％の差が⽣じている． 

実証実験では，測定結果が表 4-5 に⽰す数値の間に収まっていれば，実証を達成できた
と判断する事とした． 

 
表 4-4 44 素⼦アレーの放射パターン各種特性の理論値 

分布 
設定⽅向 

メインロー 
ブ⽅向 

メインローブ幅 最⼤サイド 
ローブレベル -3dB -6dB -10dB 

[deg] [deg] [deg] [deg] [deg] [dB] 

⼀様 
0 0 1.3 1.9 2.3 -13.2 
-5 -5 1.3 1.9 2.3 -13.2 
-10 -10 1.3 1.9 2.3 -13.2 

提案 
0 0 1.5 2.1 2.7 -23.0 
-5 -5 1.7 2.3 2.8 -19.6 
-10 -10 1.8 2.6 3.3 -12.7 

 
表 4-5 44 素⼦アレー実験のメインローブ電⼒含有率予測 

ビーム⽅向 電⼒分布 MCR [%] 

0° 
⼀様 88.0 〜 91.3 
提案 94.7 〜 97.9 

−5° 
⼀様 88.3 〜 91.6 
提案 89.6 〜 95.4 

−10° 
⼀様 88.0 〜 90.2 
提案 68.1 〜 84.7 
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図 4-33 44 素⼦アレーのメインローブ電⼒含有率の理論値， 

±30°範囲に対する値（+）と±90°範囲に対する値（×） 

 
ここで，表 4-5 より提案分布の−10°⽅向制御時の許容 MCR 範囲が，他条件よりも広

いことが⾒て取れる．図 4-34 に−10°⽅向制御時の放射パターン計算結果を⽰す．許容範
囲が広い理由は，下記２つの現象が重なったためであると考えられる． 
i) メインローブと第⼀サイドローブ間のヌル点が落ちきらず，ローブ同⼠が重なり，実際

よりもメインローブが広く判定され（図 4-34 中①），式(4.8)の分⼦が⼤きくなる． 
ii) ビーム⽅向制御⾓度が⼤きい時のサイドローブ上昇は理論的に⼤きくなり（図 4-34 中
②），式(4.8)の分⺟が⼤きくなる． 

 

 
図 4-34 −10°⽅向制御時の許容MCR 範囲が他条件よりも広い理由 

①
②
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上記の 2現象が振幅位相誤差をランダムに振った際に⽣じるため，MCR許容範囲は i)に
よって上限が上がり，ii)によって下限が下がる．その結果として，−10°⽅向制御時にMCR
許容範囲が広がる． 

 

4.8 アレーアンテナ近傍界測定実験（４４素⼦） 

提案⼿法の実証のために⾏った実験について述べる．図 4-35 に⽰すようにアレーアンテ
ナから約 26cm（約 4.9波⻑）離れた平⾯の近傍電磁界を近傍電磁界の測定装置を⽤いて測
定した．測定した近傍電磁界データを⽤いて，装置付属ソフトウェアによって，アンテナ平
⾯での振幅位相分布と遠⽅界放射パターンに変換した．この測定では，円偏波を 2つの直交
する偏波で測定を⾏い，式(4.1)を⽤いて円偏波に合成した． 

測定したアレーアンテナの電⼒分布を図 4-36 に⽰す．また，0°，−5°，−10°⽅向に
指向した時の位相分布を，それぞれ図 4-37，図 4-38，図 4-39 に⽰す．この時，⻘点線と
⻘プロットで⼀様分布での理論値と実験値を⽰し，⾚点線と⾚プロットで提案分布での理論
値と実験値を⽰している． 
図 4-36 を⾒ると，2つの電⼒分布がそれぞれの理論値に近い形で実装できている．また，

図 4-37，図 4-38，図 4-39 より，位相分布においても同様であることが分かる．電⼒分布
と位相分布の理論値と実験値の誤差 RMS を表 4-6 にまとめた．それぞれ各 3 回の測定を⾏
い，平均と標準偏差（1σ）を計算した． 
表 4-6 より，0°⽅向指向時には 8%以下の振幅誤差 RMS，約 3°の位相誤差 RMS を実

装できた．同様に，−5°⽅向指向時には 11%以下の振幅誤差 RMS，約 8.5°の位相誤差
RMS であった．表 4-6 に⽰した通り，傾向として，指向⽅向⾓度が⼤きくなるに連れ，振
幅及び位相の誤差が⼤きくなっている．これは，指向⽅向⾓度を⼤きくするということは，
隣り合うアンテナ素⼦同⼠の相対位相を⼤きく設定することになる．従って，隣り合うアン
テナ素⼦同⼠の相対的な設置⾓度を⼤きくすることである．その結果，4.3節で述べたとお
り，相互結合やアレー架台の影響が変化し，表 4-6 の結果になったと考えている． 
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図 4-35 44 素⼦アレーの測定環境 

 
 

 
図 4-36 44 素⼦アレーの電⼒分布 
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図 4-37 44 素⼦アレーの位相分布（０度⽅向指向時） 

 

 
図 4-38 44 素⼦アレーの位相分布（-5 度⽅向指向時） 
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図 4-39 44 素⼦アレーの位相分布（-10 度⽅向指向時） 

 
表 4-6 44 素⼦アレーのアンテナ⾯での振幅位相分布の理論値との誤差（平均±1σ） 

分布 
設定⽅向 

アンテナ分布 
振幅誤差 位相誤差 

[deg] [%] [deg] 

⼀様 
0 7.6±0.1 3.0±0.1 
-5 8.4±0.1 4.6±0.7 
-10 12.5±0.2 7.2±2.0 

提案 
0 5.5±0.1 3.1±0.5 
-5 10.5±0.1 8.4±0.0 
-10 13.0±0.4 10.0±0.2 

 
次に 0°，−5°，−10°⽅向に指向した時の放射パターンを，それぞれ図 4-40，図 4-41，

図 4-42 に⽰す．この時，⻘点線と⻘プロットで⼀様分布での理論値と実験値を⽰し，⾚点
線と⾚プロットで提案分布での理論値と実験値を⽰している． 
図 4-40，図 4-41，図 4-42 のいずれにおいても，実験値は理論値とよく⼀致しているこ

とが⾒て分かる．また図 4-40 に⽰した 0°⽅向指向時の結果は，±15°の範囲において提
案分布が⼀様分布よりもすべてのサイドローブで同等または低いレベルを有している事が
分かる．図 4-41，図 4-42 より，−5°と−10°に⽅向制御を⾏った時には，⼀様分布も提
案分布も⽬標⾓度にビームを指向できていることが分かる． 
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図 4-40 44 素⼦アレーの放射パターン（0 度⽅向指向時） 

 

 
図 4-41 44 素⼦アレーの放射パターン（-5 度⽅向指向時） 

 

Unif. Theory
Prop. Theory
Unif. Exp.
Prop. Exp.

Unif. Theory
Prop. Theory
Unif. Exp.
Prop. Exp.
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図 4-42 44 素⼦アレーの放射パターン（-10 度⽅向指向時） 

 
各条件で測定した放射パターンの各種特性を表 4-7 に⽰す．それぞれ 3 回ずつ測定を⾏

い，平均と標準偏差（1σ）を⽰している．メインローブ⽅向，メインローブ幅は 0.1°以下
の標準偏差で⼀致しており，結果の再現性が確認できた．また，最⼤サイドローブは 0.2dB
以下の誤差で⼀致しており，こちらも結果の再現性が確認できた．さらに，メインローブ⽅
向は，すべての条件において設定⽅向に対して 0.1°以内の誤差で制御できている．この事
から，提案分布特有の⽅向制御誤差は無いことが実証できた． 

次に，理論値と実験値（平均）の誤差を表 4-8 に⽰す．表 4-8 より，メインローブの⽅
向と幅はすべての条件において 0.1°以下の誤差で実験値と理論値が⼀致している．また，
最⼤サイドローブレベルは最⼤で 0.6%以内の誤差で実験値と理論値が⼀致している．これ
ら誤差の値は，実験装置の測定精度と同等であるため，実験値と理論値はよく⼀致している． 
  

Unif. Theory
Prop. Theory
Unif. Exp.
Prop. Exp.
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表 4-7 44 素⼦アレーの放射パターン各種特性の実験値（平均±1σ） 

分布 
設定⽅向 

メインロー
ブ⽅向 

メインローブ幅 最⼤サイド 
ローブレベル -3dB -6dB -10dB 

[deg] [deg] [deg] [deg] [deg] [dB] 

⼀様 
0 0.0±0.0 1.4±0.0 1.9±0.0 2.3±0.0 12.8±0.1 
-5 -5.0±0.0 1.4±0.0 1.9±0.0 2.3±0.0 -13.0±0.0 
-10 -10.0±0.0 1.4±0.0 1.9±0.0 2.3±0.0 12.7±0.2 

提案 
0 0.0±0.0 1.6±0.0 2.2±0.0 2.8±0.0 -21.5±0.0 
-5 -5.0±0.0 1.7±0.0 2.3±0.0 2.9±0.0 -19.6±0.1 
-10 -9.9±0.0 1.9±0.0 2.6±0.0 3.3±0.0 -12.4±0.1 

 
表 4-8 44 素⼦アレーの放射パターン各種特性の実験値（平均）と理論値の誤差 

分布 
設定⽅向 

メインロ
ーブ⽅向 

メインローブ幅 最⼤サイド 
ローブレベル -3dB -6dB -10dB 

[deg] [deg] [deg] [deg] [deg] [%] 

⼀様 
0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.5 
-5 0.0 0.1 0.0 0.0 0.2 
-10 0.0 0.1 0.0 0.0 0.6 

提案 
0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.2 
-5 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 
-10 0.1 0.1 0.0 0.0 0.4 

 
次に，実証実験での±30°範囲に対するMCR，表 4-5 に⽰した事前シミュレーションで

の±30°に対するMCRの許容範囲を図 4-43 に⽰す．図 4-43 より，すべての条件で許容
範囲内に実験値が収まっている事がわかる．従って，本実験において提案⼿法を実証できた
と考えている． 
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図 4-43 44 素⼦アレーのメインローブ電⼒含有率のシミュレーション値（範囲）と実験値（●） 

 

4.9 考察とまとめ 

第 4 章では，提案⼿法を⽤いて設計したアレーアンテナの有効性を実証するため実験を
⾏った．実験は新規で設計製作したアレーアンテナを⽤い（第 4.2節），3種の測定装置（第
4.2.4 項）によって実験装置⾃体の検証（第 4.4 節〜第 4.6 節）を⾏った．また第 4.3 節に
て，実証実験で⽤いた位相調整⼿法について述べた． 
その後に，提案⼿法に従って設計した電⼒分布と位相分布を有するアレーアンテナの放

射パターン測定を⾏い（第 4.8 節），数値計算によって得た放射パターンと同等の測定結果
を得た．また，実験結果から計算したメインローブ電⼒含有率が，シミュレーションによる
予測範囲内に収まっていることを確認した． 
従って本実証実験によって，提案⼿法を⽤いて設計したアレーアンテナの有効性を実証

できた． 
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第5章	結論 

5.1 結論 

第 1 章では，宇宙太陽光発電システム（SSPS）のマイクロ波電⼒伝送サブシステムの，
⾼効率化及び低コスト化の要求を背景として，送電アレーアンテナへの電⼒分布実装法と低
コスト化及び軽量化に関する調査を⾏った．調査の結果，複数種類の⾼周波電⼒増幅器を⽤
いることや，送電アレーアンテナを構成するアンテナ素⼦間隔の不均⼀性が課題であること
を明らかにした．そこで本研究では，単⼀種類の⾼周波電⼒増幅器を⽤い，均⼀な素⼦間隔
を有するアンテナ電⼒分布構成⽅法の提案及び評価を⾏うこととした． 

第 2 章では，2 次元平⾯アレーアンテナを対象とした電⼒分布構成法として，段階的サブ
アレー構成素⼦数変化法（SGINE 法）を新たに提案した．アレー中⼼でのサブアレー構成
素⼦数を設計パラメータに⽤い⾃由度を持たせることで，様々な電⼒分布関数，波⻑のアレ
ーへの適⽤を可能とした．10dB端切りガウス関数をアレーアンテナに構成することを想定
し，SGINE法の構成⼿順について説明した．また SGINE法に沿って設計されたアレーアン
テナの各アンテナ素⼦の位置，振幅，位相を導出する数式を定義し，理想的な分布と構成さ
れた分布の振幅誤差，位相誤差，アンテナ素⼦数誤差を明らかにした． 

第 3 章では，SGINE法に沿って設計された 1 次元アレーアンテナのアレーファクタを計
算し，アレーアンテナ特性の解析を⾏った．その結果，SGINE 法の適⽤によってサイドロ
ーブを下げ，メインローブ電⼒含有率を向上することが可能であることを明らかにした．ま
た，ビーム⽅向制御特性や超⼤型アレーアンテナでの特性，振幅と位相に励振誤差がある場
合の特性を解析し，さらに 2 次元アレーアンテナへの適⽤も有効であることを明らかにし
た．さらに，実際の SSPS モデルに SGINE法を適⽤した場合について考察を⾏い，過去に
提案された Reference Systemsモデルに対して，最適な設計パラメータを提案した． 

第 4 章では実験を⾏い，実際のアレーアンテナに対しても SGINE法が有効であることを
実証した．実証実験では，専⽤のアレーアンテナ実験装置を新規に設計・製作・使⽤したた
め，それらの有効性についても評価を⾏った．また，数値計算の結果と実験結果を⽐較し，
実験での誤差を考慮しても SGINE法が有効であることを実証した． 

本研究で，単⼀種類の⾼周波電⼒増幅器と均⼀なアンテナ素⼦間隔を有したアレーアン
テナへの電⼒分布実装⽅法を新たに提案し，SSPS に対して有効であることを計算及び実験
によって明らかにした．また，周波数や電⼒分布関数の変更による様々な分野への応⽤が可
能である事を⽰唆した． 
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5.2 今後の課題 

本研究で新たに提案した SGINE法を実際の SSPS に適⽤するには，以下 2つの課題を達
成する必要があると考える． 
i) 2 次元平⾯アレーアンテナにおける特性の解析 
ii) SSPS 特有の姿勢安定化⽅式における影響の評価 
iii) SGINE法の各領域での発熱量推定と宇宙空間での熱的成⽴性の評価 

 
まず i)について考えると，本論⽂では 1 次元で解析（第 3 章），実験（第 4 章）を⾏うこ

とを想定したため，第 2 章で述べたようにサブアレー形状は全て n×nの正⽅形を仮定した．
2 次元アレーの計算が可能な場合には，サブアレー形状は正⽅形ではなく歪な形状も想定で
きる．具体的には，表 5-1 に⽰すように様々な形状のサブアレーを⽤いることで，サブアレ
ー構成素⼦数を奇数にできる．その結果として，各領域同⼠での電⼒密度⽐の差を⼩さくで
き，本論⽂で述べた電⼒分布誤差を更に⼩さく出来る可能性がある． 

 
表 5-1 歪な形状のサブアレーの⼀例 

 
 
次に ii)について考えると，SSPS は軌道上で組み⽴てることが想定されているため，図 

5-1 に⽰すように送電アンテナは複数のユニットから構成されたものが考えられている．そ
のため，ユニットごとに地上の受電アンテナに対する⾓度が異なる状態が想定される． 

本研究で提案している SGINE法では，位相によって電気的にビーム⽅向を制御した際に
メインローブ電⼒含有率が変化することは第 3 章 2節 2項にて述べた．従って SGINE法を
SSPS に適⽤するには，軌道上送電アンテナの各ユニットでのビーム⽅向制御範囲を求めた
上で，各ユニットでのメインローブ電⼒含有率が要求仕様を満たしているかを検討する必要

サブアレー構成素⼦数 L型 T型 その他

3

4

5



 118 

があると考える． 
 

 

図 5-1 SSPS の送電アンテナと受電アンテナの相対⾓度 

 
次に iii)について考えると，SSPS の送電アンテナに電⼒分布を付ける場合，アレー中⼼

での発熱量がアレー端部に⽐べて⼤きいことから，熱的な成⽴を満たす設計が難しいことが
⼀般的に⾔われている． 

SGINE法ではアレー中⼼の領域と端部の領域では，アンプが存在する密度が異なり，中
⼼にて端部よりもアンプ存在密度が⾼くなる．その結果，従来と同様にアレー中⼼で端部よ
りも⼤きな発熱が発⽣すると考えられる． 
ここで従来⼿法と SGINE 法の違いを考えると，SGINE 法を⽤いた場合はアンプを単⼀

種類で構成できる点が挙げられる．従来の電⼒分布装荷⼿法では，複数種類のアンプに対し
てアレーアンテナの各部にて発熱量を計算し，熱的成⽴性を確認する事が必要である． 
これに対して SGINE法では，送電アンテナの電⼒増幅・位相制御部分の構造も単⼀種類

で済むため，１種類の電⼒増幅・位相制御部分の構造をコピー＆ペーストの容量で各領域に
配置すれば良い．この時の各領域でのアンプ存在密度は，各領域での出⼒電⼒密度⽐𝑃6に等
しい．このため，単⼀種類の構造がアレー中⼼の発熱量に対して成⽴することを確認した後
は，各領域の𝑃6を⽤いて発熱量を計算することで，各領域での熱的な成⽴性を解析すること
が可能である． 

 
  

静⽌軌道

地表 受電アンテナ

地⼼⽅向

送電アンテナ
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